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１  本計画の位置づけ 

南 九 州 市 で は ,第 ３ 次 南 九 州 市 地 球 温 暖 化 防 止 実 行 計 画 に よ り 市 自

らの事務事業に関する地球温暖化対策を進めてきました。さらに ,2050

年 の ゼロ カ ーボ ンシ テ ィ達 成 に向 け ,市民や事業者の皆様も含めた地球

温暖化対策を南九州市全域で推進する必要があります。  

南九州市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）（以下 ,「区域施策編」

という。）は ,今後の南九州市における地球温暖化対策の目標や具体的な

取り組み（施策 ）を取りまとめたものです。  

な お ,再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー に 関 す る 取 り 組 み に つ い て は , 「南 九州市

再生可能エネルギー導入ロードマップ」に も 記 載 し て いま す 。 併 せ て そ ち

らもご覧ください。  

  

 

図 1 本計画・再生可能エネルギー導入ロードマップと  

他計画等との関係性   

2050年 ゼロカーボンシティの実現

南九州市総合計画（平成30年3月）

南九州市環境基本計画（令和2年3月）

2050年ゼロカーボンシティ宣言（令和4年2月）

2030年 中期目標の達成

国
・第五次環境基本計画（平成30年4月）
・第六次エネルギー基本計画（令和3年10月）
・地球温暖化対策計画（令和3年10月） 等
＜目標＞
①2030年 46%削減（2013年度比）
②2050年 実質ゼロ（脱炭素・ゼロカーボン）

鹿児島県
・鹿児島県環境基本計画（令和3年3月）
・鹿児島県地球温暖化対策実行計画（平成30年3月、改定中）

＜目標＞
①2030年 ２４%削減（2013年度比）（改定中）

南九州市地球温暖化防止実行計画
（区域施策編）

脱炭素社会の実現
に向けた市の全体的な計画

第3次南九州市地球温暖化防止実行計画
（事務事業編）（令和2年3月）

市の事務事業（施設）における
脱炭素化に向けた計画

南九州市再生可能エネルギー導入ロードマップ

【再生可能エネルギー導入に向けた計画】

本
計
画

関連計画を踏まえ計画を策定
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２  区域施策編の基本的事項・背景  

(１) 区域施策編策定の背景  

区 域 施 策 編 を 策 定 す る に 至 る 背 景 に つ い て ,地 球 温 暖 化 の 現 状 や 国

内外で取り組まれている対策等を踏まえ記載します。  

(２) 地球温暖化の現状  

地 球 温 暖 化 に よ る 気 候 変 動 の 問 題 は ,そ の 予 想 さ れ る 影 響 の 大 き さ

や 深 刻 さ か ら 見 て ,人 類 の 生 存 基 盤 に 関 わ る 安 全 保 障 の 問 題 と 認 識 さ

れており ,最も重要な環境問題の一つとされています。既に世界的にも

平均気温の上昇 ,雪氷の融解 ,海面水位の上昇が観測されています。  

図 2 は ,世界の年平均気温偏差の推移を示しています。「世界の年平

均気温」（気象庁 HP）に示される世界の平均気温偏差をみると ,長期的

には 100 年あたり 0 .74℃の割合で上昇しており ,特に 1990 年代半ば以

降は高温となる年が多くなっています。  

 

 

注 １ ） 細 線 （ 黒 ）： 各 年 の 平 均 気 温 の 基 準 値 か ら の 偏 差  

太 線 （ 青 ）： 偏 差 の ５ 年 移 動 平 均 値  

直 線 （ 赤 ）： 長 期 変 化 傾 向  

注 ２ ） 基 準 値 は 1 9 9 1～ 2 0 2 0 年 の 3 0 年 平 均 値  

出 典 ）「 世 界 の 年 平 均 気 温 」（ 気 象 庁 ）  

図 2 世界の年平均気温偏差の推移   
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図 3 に示す図は ,世界各地での年平均気温の変化の傾向を示していま

す。1891～ 2022 年の期間における長期変化傾向を見ると ,気温上昇は世

界 全 体 で 起 き て お り ,そ の 割 合 は 特 に 北 半 球 の 海 上 で 大 き く な っ て い

ます。  

ま た ,1979 年 以 降 の 統 計 に お い て もほ と ん ど の 地 域 にお い て 気 温 が

上昇しています。 1891～ 2022 年と 1979～ 2022 年の期間を比べると ,多

くの地域で 1979～ 2022 年の変化傾向が大きいことから ,世界的に近年

の気温上昇が著しいことが分かります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出 典 ）「 世 界 の 年 平 均 気 温 」（ 気 象 庁 ）  

図 3 世界の地域別の年平均気温の長期変化傾向   
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北半球に位置する日本では，長期的には 100 年あたり 1.3℃の割合で

上昇しており，世界平均より温暖化が顕著に現れています。  

鹿児島県においても，図 4 のとおり平均気温が上昇を続けており ，

100 年あたり 1.9℃の割合で上昇し，九州南部では 10 年あたり猛暑日

は 0.4 日 ,熱帯夜は約２日増加しています。  

また，１時間降水量が 50mm 以上の短時間強雨の回数は 40 年間で約

1.6 倍増加しています。  

出 典 ）「 鹿 児 島 県 の 気 候 変 動 」（ 鹿 児 島 地 方 気 象 台 ， 福 岡 管 区 気 象 台 ）  

図 4 鹿児島県における気象の変化   

グ ラ フ 文 章 中 に 記 載 の  
地 域 の 説 明  

 
「 鹿 児 島 」  
鹿 児 島 地 方 気 象 台 の 観
測 結 果 の 集 計 。  
 
「 九 州 南 部 」  
宮 崎 県 （ 延 岡 ， 都 城 ，  
宮 崎 ， 油 津 ）， 鹿 児 島 県
（ 阿 久 根 ，鹿 児 島 ，枕 崎 ，
屋 久 島 ，種 子 島 ）に お け
る 観 測 結 果 の 集 計 。  
 
「 奄 美 地 方 」  
名 瀬 ，沖 永 良 部 に お け る
観 測 結 果 の 集 計 。  
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  ①  地球温暖化による気象災害  

地 球 温 暖化 と 個々の 気 象 災害 と の関係 性 を 明ら か にする こ と は容 易

で は あ り ま せ ん が ,地球温暖化の進行に伴い ,今後豪雨や猛暑のリスクが

更に高まることが予想されています。  

米国やカナダでは 2021 年６ ,７月に高温が続き ,大規模な山火事が多

数発生しました。またドイツ西部のリューデンシャイトでは ,2021 年 7

月 14 日の１日間で ,７月の平年の月降水量の約 1.5 倍に相当する降水

量を観測しました。多数の河川で極端な洪水が発生し ,ドイツで 179 人 ,

ベルギーで 36 人が死亡しました。  

日本では ,2021 年８月中旬から下旬にかけて ,西日本から東日本の広

い範囲で大雨となり ,総降水量が多いところで 1,400mm を超える記録的

な大雨に見舞われました。この大雨により 12 名が犠牲となり ,388 件の

土砂災害 ,26 水系 67 河川で氾濫・浸食による被害が発生する等（ 2021

年９月２日時点） ,各地で多くの被害が発生しました。このとき西日本

日本海側と西日本太平洋側では ,1946 年の統計開始以降 ,８月として最

多月降水量記録を更新しました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
写 真 ① ： 前 線 の 停 滞 ， 2 0 2 1 年 ８ 月 1 5 日 ， 筑 後 川 ， 鳥 栖 市 下 野 町 付 近 の 浸 水  
写 真 ② ： 前 線 の 停 滞 ， 2 0 2 1 年 ８ 月 1 5 日 ， 六 角 川 ， 武 雄 市 北 方 町 付 近 の 浸 水  
写 真 ③ ： 梅 雨 前 線 停 滞 ， 2 0 2 0 年 ７ 月 ４ 日 ， 球 磨 川 ， 熊 本 県 八 代 市 坂 本 駅 付 近  
写 真 ④ ： 梅 雨 前 線 停 滞 ， 2 0 2 0 年 ７ 月 ４ 日 ， 熊 本 県 芦 北 町 八 幡 地 区 の 崩 壊  
写 真 ⑤ ： 梅 雨 前 線 停 滞 ， 2 0 1 9 年 ７ 月 ４ 日 ， 国 道 2 7 0 号 ， 日 置 市 の 斜 面 崩 壊  
写 真 ⑥ ： 梅 雨 前 線 停 滞 ， 2 0 1 9 年 ７ 月 ４ 日 ， 鹿 屋 市 の 斜 面 崩 壊 と 土 砂 移 動  
写 真 ① ② ⑤ ⑥ ： 朝 日 航 洋 株 式 会 社 ・ ア ジ ア 航 測 株 式 会 社 共 同 撮 影  
写 真 ③ ④ ： ア ジ ア 航 測 株 式 会 社 撮 影  

図 5 九州における大雨の被害の様子  

写 真 ①  写 真 ②  

写 真 ③  

写 真 ④  写 真 ⑤  

写 真 ⑥  
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  ②  地球温暖化に対する見解と将来予測  

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が公表した ,第６次評価報告

書（ AR６）サイクル ,第１作業部会報告書（ WG１）（自然科学的根拠）で

は ,気 候 変 動 の 原 因 に つ い て , 「人 間の影響が大気 ,海洋及び陸域を温暖

化させてきたことは疑う余地がない」と ,初めて明記されました。  

ま た ,地 球 温 暖 化 の 進 行 に 伴 い 今 後 も 極 端 な 高 温 や 大 雨 等 が 起 こ る

リス クが 増加 する こと ,検 討さ れた 全て のシ ナリ オに おい て ,世界 平均

気 温 は少 な くと も今 世 紀半 ば まで は上 昇 を続 け るこ と 等 が 記載 さ れ て

います。  

 

出 典 ）「 脱 炭 素 ポ ー タ ル 」（ 環 境 省 ）  

図 6 1850年から 1900年を基準とした世界平均気温の今後の変化  

 

地 球 温 暖 化 に 対 す る 世 界 的 な 目 標 と し て ， 世 界 平 均 気 温 の 上 昇 を

「 1.5℃」に抑えるという目標があります（次ページに詳述）。  

IPCC 第６次報告書によれば ,平均気温を「 1.5℃」に抑えるために，

今後人類が排出できる温室効果ガスは約 4,000 億トン CO 2（ 2019 年時

点）です。この量は約 67％の確率で ,今後 10 年程度で尽きるとも言わ

れています。  

 

 

 

 

 

 

 

IPCC とは？ 

 Intergobenmental Panel on Climate Change の略で ,1988 年に国連

環境計画（ UNEP）と世界気象機関（ WMO）により設立された組織です。

195 か 国 ・ 地 域 が 参 加 し て お り ,気 候 変 動 に 関 す る 最 新 の 科 学 的 知 見

(出 版 さ れ た 文 献 )に つ い て と り ま と め た 報 告 書 を 作 成 し ,各 国 政 府 の

気 候 変 動 に 関 す る 政 策 に 科 学 的 な 基 礎 を 与 え る こ と を 目 的 と し て い

ます。  



7 

  ③  地球温暖化に対する世界の動き 

2015 年 11 月から 12 月にかけて ,フランス・パリにおいて ,第 21 回締

約国会議（ COP21）が開催され ,京都議定書以来 18 年ぶりの新たな法的

拘束力のある国際的な合意文書となる 「パリ協定 」が採択されました。国

際 条 約 と し て 初 め て 「世 界 的 な平均 気温上昇を産業革命以前に比べて

２℃より十分低く保つとともに ,1.5℃に抑える努力を追求すること」や「今

世紀後半の温室効果ガスの人為的な排出と吸収の均衡」を掲げたほか ,

先 進 国 と 途 上 国 と い っ た 二 分 論 を 超 え た 全 て の 国 の 参 加 ,５ 年 ご と に

国が決定する貢献（ NDCs）を提出・更新する仕組み として ,適応計画プ

ロセスや行動の実施等を規定する画期的な国際枠組みです。  

 

表 1 各国の 2030年目標（一例）  

国・地域  2030 年目標  2050 ネットゼロ  

米国  -50％～ -52％（ 2005 年比） 表明済み  

フランス・ドイツ・  

イタリア・ EU 
-55％以上（ 1990 年比）  表明済み  

インド  
GDP 当 た り 排 出 量 を -45％

（ 2005 年比）  
2070 年ネットゼロ  

出 典 ） 外 務 省 H P  

 

また ,地球温暖化に対する対策も含め ,2030 年までに持続可能でより

良 い 世 界 を 目 指 す 国 際 目 標 で あ る 「 持 続 可 能 な 開 発 目 標 」

（SDGs:Sustainable Development Goals）が ,2015 年９月の国連

サミットで加盟国の全会一致で採択されました。SDGs では 17 のゴール

と 169 のターゲットから構成され ,地球上の「誰一人取り残さない（ leave 

no one behind）」ことを誓っています。  

 
出 典 ） 国 際 連 合 広 報 セ ン タ ー  

図 7 持続可能な開発目標（ SDGs）   
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  ④  地球温暖化に対する国内の動き 

政府は 2020 年 10 月に ,2050 年までに温室効果ガスの排出を全体と

してゼロにする 2050 年カーボンニュートラル,脱炭素社会の実現を目指

すことを宣言しました。これを受け 2021 年４月には ,2030 年度の温

室効果ガスの削減目標を 2013 年度比で 46％削減す る こ と と ， さ ら

に ,50％削 減 の高み に 向け て 挑戦 を続 け てい く こと が公 表 され ま した 。 

また ,2021 年 10 月には ,これらの目標が位置づけられた地球温暖化

対策計画の閣議決定がなされました。同計画では ,2050 年カーボンニュ

ートラルと 2030 年度の 46％削減目標の実現は決して容易なものでは

な く ,全 て の 社 会 経 済 活 動 に お い て 脱 炭 素 を 主 要 課 題 の 一 つ と し て 位

置 づ け持 続 可能 で強 靱 な社 会 経済 シス テ ムへ の 転換 を進 め るこ と が 不

可欠 であ るこ と ,目標 実現 のた めに ,脱 炭素 を軸 とし て成 長に 資す る政

策を推進していくこと等が示されています。  

 

表 2 地球温暖化対策計画における温室効果ガス削減目標  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ）「 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 概 要 版 」（ 環 境 省 ,令 和 ３ 年 1 0 月 ）  

 

 

  二 酸 化 炭 素 を は じ め と す

る温室効果ガスの「排出量」
※ から ,植 林 ,森 林 管理等によ

る「吸収量」※ を差し引いて ,

合 計 を 実 質 的 に ゼ ロ に す る

ことを意味しています。  

※ 人 為 的 な も の  

カーボンニュートラルとは？ 

出 典 ）「 脱 炭 素 ポ ー タ ル 」（ 環 境 省 ）  
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地 球 温 暖 化 へ の 対 策 に つ い て は ,前 述 し た 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 を 減

らし，気候変動を極力抑制する 「緩和策 」のほかに ,今後変化する気候に

備える 「適応策 」が重要となります。この適応策については ,令和３年３

月に「気候変動適応計画」が策定され ,表 3 に示す基本戦略のもと ,図 8

に示すような各施策が推進されています。  

 
表 3 気候変動適応計画の基本戦略  

①  あらゆる関連施策に気候変動適応を組み込む  

②  科学的知見に基づく気候変動適応を推進する  

③  我が国の研究機関の英知を集約し ,情報基盤を整備する  

④  地域の実情に応じた気候変動適応を推進する  

⑤  国民の理解を深め ,事業活動に応じた気候変動適応を促進する  

⑥  開発途上国の適応能力の向上に貢献する  

⑦  関係行政機関の緊密な連携協力体制を確保する  

 

 

出 典 ）「 気 候 変 動 適 応 計 画 の 概 要 」（ 環 境 省 ,令 和 ３ 年 1 0 月 ）  

図 8 気候変動適応計画の適応策（分野別の例）  

 

 

 

 

 

 

 

 

気 候 変 動 を 抑 え る た め に は ,「 緩 和

策 」 が 最 も 必 要 かつ 重 要 な 対 策 と なり

ま す が ,最 大 限 の 排 出 削 減 努 力 を 行 っ

て も ,あ る 程 度 の 気 候 変 動 は 避 け ら れ

ません。そのため ,悪影響を最小限に抑

え る 「 適 応 策 」 が必 要 不 可 欠 と な りま

す。  

地球温暖化対策における「緩和策」と「適応策」 

出 典 ）「 気 候 変 動 と 適 応 」  

（ 気 候 変 動 適 応 情 報 プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ）  
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  ⑤  鹿児島県における地球温暖化対策の取組  

鹿児島県では ,2018 年３月に「鹿児島県地球温暖化対策実行計画」を

策定しています。本計画によると ,2015 年度の鹿児島県の温室効果ガス

排出量は二酸化炭素換算値で ,13,752 千トン CO 2 であり ,化石燃料等利

用によるエネルギー起源が 78.1％と大部分を占めています。  

同計画では ,目標年度を 2030 年度とし ,2013 年度比で温室効果ガス

排出量を 24％削減させ ,森林吸収による削減効果を合わせて 33％削減

させることとしています。  

この目標を達成するために ,「１ .温室効果ガスの排出削減対策 」,「２ .

温室効果ガスの吸収源対策」及び「 ３ .部門・分野横断的対策」の 対策

を設定し ,各種対策・施策を展開するとされています。  

   

表 4 鹿児島県地球温暖化対策実行計画における部門別削減目標等  

 

出 典 ）「 鹿 児 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 実 行 計 画 」（ 鹿 児 島 県 ,平 成 3 0 年 ３ 月 ）  

 

 

  
地 球 温 暖 化 の 原 因 と な る 温 室 効 果

ガ ス に は ,二 酸 化 炭 素 の ほ か に メ タ ン

や 一 酸 化 二 窒 素 等 様 々 な 種 類 が あ り

ま す 。 地 球 温 暖 化 係 数 と は ,二 酸 化 炭

素 を 基 準 と し ,他 の 温 室 効 果 ガ ス が ど

の 程 度 温 暖 化 す る 能 力 が あ る か を 表

し ,数 字 が 大 き い ほ ど 地 球 温 暖 化 を 引

き起こす能力が大きくなります。  

地球温暖化係数とは？ 

出 典 ）「 地 方 公 共 団 体 実 行 計 画  
（ 区 域 施 策 編 ）算 定・実 施 マ ニ ュ ア
ル （ 算 定 手 法 編 ）」（ 環 境 省 ,令 和 ４
年 ３ 月 ）  

地球温暖化
係数

二酸化炭素 CO2 1

メタン CH4 25

一酸化二窒素 N2O 298

六フッ化硫黄 SF6 22,800

三フッ化窒素 NF3 17,200

温室効果ガス（一例）
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  ⑥  南九州市における地球温暖化対策の取組  

南九州市では ,「第２次南九州市総合計画」の基本理念を踏まえ ,市の

環境に関する将来像を「みんなで守ろう。自然と共生したまち  南九州

市」とした 「南九州市環境基本計画 」（令和２年３月）を策定しています。

本計画では ,重点目標及び重点施策の一つとして 「３  『効率的にエネルギ

ーを使うまちづくり』」を掲げ ,「重点目標①：「地球温暖化防止実行計画」

による省エネの推進」や「重点目標②：再生可能エネルギー導入の推進 」

により ,地球温暖化対策等を進めています。  

「第 3 次南九州市地球温暖化防止実行計画 」では ,市が実施する事務

事業（施設）のすべてを対象とし ,2013 年度比で 2030 年度に 40％

の二酸化炭素排出を削減することを目標に掲げ ,エネルギーの有効利用

や廃棄物の減量化等に関する取り組みを実施することとしています。  

 

表 5 南九州市地球温暖化防止実行計画の取組方針  

取組方針  目  的  

１  
施 設 に お け る エ ネ ル
ギーの有効利用  

 エネルギー使用量の抑制（省エネ）や新エネ
ルギー利用の推進等により ,温室効果ガス排出
量 の 削 減 を 図 り ,併 せ て ,資 源 の 有 効 利 用 等 に
寄与します。  

２  
自 動 車 に お け る エ ネ
ルギーの有効利用  

 公用車の適正使用や自家用車（通勤時）の使
用抑制 ,環境負荷が少ない自動車の導入等によ
り ,温室効果ガス排出量の削減を図ります。  

３  
水の有効利用と  
健全な水環境の形成  

 日 常 的 な 節 水 行 動 ,節 水 設 備 の 設 置 等 に よ
り ,水を有効に利用します。  

４  

事務用品等の購入・  

使用における環境  
配慮  

環 境 負 荷 の 少 な い 事 務 用 品 な ど を 適 正 な 量

だけ購入する（グリーン購入）ことにより ,資
源の有効利用等を図ります。  

５  
廃棄物の減量化・  
リサイクルの推進  

 ごみの発生抑止 ,リユース・リサイクル ,適正
処理を推進することにより ,資源の有効利用や

外部への環境負荷排出削減を図ります。  

６  
公共工事に伴う  
環境負荷の低減  

 建設機械の有効的な利用 ,省エネ型 建設機械
の導入等により ,温室効果ガス排出量の削減及
び公害の抑制を図ります。  
 騒音 ,振動対策 ,排水適正処理 ,ばい塵 飛散防
止を推進することにより ,公害の抑制や外部へ
の環境負荷排出削減を図ります。  
 建設廃材の再資源化と適正処理の推進 ,リサ
イクル資材の利用推進 等により ,資源の有効利
用や外部への環境負荷排出削減を図ります。  

７  
環境に関する  
法令等の順守  

 環境に係る法令 ,協定等を遵守 することによ
り ,各種環境負荷の低減を図ります。  
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また南九州市は ,2022 年２月 15 日の定例議会において ,2050 年まで

に温室効果ガスの総排出量の実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」を宣

言しました。今後 ,公共施設の省エネルギー化の推進や再生可能エネル

ギー 設備 の導 入検 討 等 を進 める とと もに ,新 たな 施策 を調 査研 究し ,更

なる地球温暖化防止に取り組みます。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 「ゼロカーボンシティ宣言書」及び環境大臣メッセージ  

 

 

  
地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進 に 関 す る 法 律 で は ,都 道

府 県 及 び 市 町 村 は ,そ の 区 域 の 自 然的 社 会 的 条 件

に 応 じ て ,温 室 効果 ガ ス の 排 出 の 削減 等 の た め の

総 合 的 か つ 計 画 的な 施 策 を 策 定 し ,及 び 実 施 す る

ように努めるものとするとされています。こうし

た 制 度 も 踏 ま え つ つ ,昨 今 ,2050 年 二 酸 化 炭 素 実

質 排 出 量 ゼ ロ に 取 り 組 む こ と を 表 明 し た 自 治 体

が 増 え つ つ あ り , 表 明 自 治 体 総 人 口 は 約 １ 億

2,448 万人です（ 2022 年 12 月 28 日時点）。  

2050 年  二酸化炭素排出実質ゼロ表明  自治体  

出 典 ）「 地 方 公 共 団 体 に お け る 2 0 5 0 年 二 酸 化 炭 素 排 出  

実 質 ゼ ロ 表 明 の 状 況 」（ 環 境 省 ）  
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(３) 南九州市の特徴  

  ①  地域の概要  

南 九 州 市 は ,鹿 児 島 県 の 南 西 部 ,薩 摩 半 島 の 南 部 に 位 置 し ,鹿 児 島 市

の南西約 30km のところにあります。  

南は広大な東シナ海を臨み ,東は鹿児島市・指宿市 ,西は枕崎市・南さ

つま市に接する等 ,南薩地域の地理的中心となっています。  

地勢は ,北部から南東部にかけて標高 500m を越す山々が連なり，中

部 に は 緩 や か な 丘 陵 台 地 が 広 が り ,南 部 は 東 シ ナ 海 に 面 し た 海 岸 線 と

なっています。  

市域は ,東西に約 22km，南北に約 30km,総面積は 357.91k ㎡で鹿児島

県全体の約 4.0％を占めています。  

 

図 10 南九州市の位置と地形（赤色立体地図）  

 図 11 南九州市の風景（瀬平公園からの眺望とお茶畑）    
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  ②  気候の概況  

図 12 は南九州市の過去 10 年の気温と降水量の推移を示しています 。

年平均気温はおおむね 17℃から 18℃で推移しており ,年間降水量は ,最

も少ない年で 1,722.6mm,最も多い年で 3,836.5mm となっています。  

 

 
出 典 ）「 統 計 南 九 州 市 」  

図 12 南九州市の平均気温及び降水量の推移  

 

表 6 は南九州市周辺の 特別地域気象観測所と九州各県の気象観測所

で観測された気温 ,降水量及び日照時間の平年値です。  

な お ,南 九 州 市 に は 気 象 観 測 所 が な い た め 枕 崎 特 別 地 域 気 象 観 測 所

の値を使用しました。  

九 州 各県 と 比べ ると 比 較的 温 暖で すが ,降水 量 が多 く ,年 間 の日 照 時

間は 1,913.1 時間と少ないです。  

 

表 6 九州各県の気候概要との比較  

項目  枕崎  福岡  佐賀  長崎  熊本  大分  宮崎  鹿児島  

平均 
気温 

（℃） 
18.3 17.3 16.9 17.4 17.2 16.8 17.7 18.8 

年間 
降水量 
(mm) 

2,335.6 1,686.9 1,951.3 1,894.7 2,007.0 1,727.0 2,625.5 2,434.7 

年間 
日照時間 
（時間） 

1,913.1 1,889.4 1,970.5 1,863.1 1,996.1 1,992.4 2,121.7 1,942.1 

枕 崎 ： 枕 崎 特 別 地 域 気 象 観 測 所   福 岡 ： 福 岡 管 区 気 象 台   佐 賀 ： 佐 賀 地 方 気 象 台  

長 崎 ： 長 崎 地 方 気 象 台   熊 本 ： 熊 本 地 方 気 象 台   大 分 ： 大 分 地 方 気 象 台  

宮 崎 ： 宮 崎 地 方 気 象 台   鹿 児 島 ： 鹿 児 島 地 方 気 象 台  

出 典 ） 気 象 庁 H P か ら 気 象 観 測 所 の 平 年 値 を 参 照   
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図 13 は枕崎特別地域気象観測所の 1924 年～ 2021 年における各年の

日平均気温の推移を ,図 14 は 1950 年～ 2021 年の 24 時間最大降水量の

推移を示しています。  

日平均気温は増加傾向にあり ,地球温暖化の影響がみられます。  

また ,24 時間最大降水量については ,特に 1980 年代後半以降増加傾

向にあり ,短期的に降る雨の量が増加傾向にあります。  

 

 

出 典 ）「 過 去 の 気 象 デ ー タ 検 索 」（ 気 象 庁 ）  

図 13 枕崎特別地域気象観測所の気温（日平均）の推移  

 

 
出 典 ）「 過 去 の 気 象 デ ー タ 検 索 」（ 気 象 庁 ）  

図 14 枕崎特別地域気象観測所の 24時間最大降水量の推移  

  

17.0

17.6 17.7

18.1 18.1

17.8

18.6

19.2

18.7

19.1

18.8

16.0

16.5

17.0

17.5

18.0

18.5

19.0

19.5

1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020

気
温
（
日
平
均
）

228.4
208

306.5 

402.0 
354.5 353.5 

239.5 

381.5 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020年

降
水
量
（
mm
）



16 

  ③  人口と世帯数  

図 15 は南九州市の人口推移と将来人口の推計を示しています。  

なお ,将来人口の推計は ,「南九州市人口ビジョン」に示すパターン １

の値を示しています。地域別には 1970 年以降 ,川辺地域 ,頴娃地域 ,知

覧地域の順に人口が多く ,すべての地域で人口が減少しています。  

また ,「南九州市人口ビジョン」（平成 28 年１月）によれば ,2030 年

には３地域の人口は ,それぞれ１万人を割り ,合計で 28,185 人 ,2050 年

には ,それぞれ６千人台となり ,合計で 19,306 人になると推計されてい

ます。  

 
注 １ ） グ ラ フ 上 部 の 数 値 は ， 南 九 州 市 の 合 計 を 示 し て い ま す 。  
注 ２ ） 将 来 推 計 に お い て は ， ３ 町 そ れ ぞ れ に つ い て 推 計 を 行 っ て い る た め ， ３ 町

と 南 九 州 市 の 合 計 は 一 致 し ま せ ん 。  

出 典 ）「 南 九 州 市 人 口 ビ ジ ョ ン 」  

図 15 南九州市の人口の推移  
 

図 16 は 1975 年～ 2021 年までの南九州市の世帯数の推移を示してい

ます。 1975 年から 1995 年までは増加傾向にあり ,1995 年には 17,363

世帯まで増加しましたが ,その後減少傾向に転じ ,2021 年時点で 14,268

世帯となっています。  

 

出 典 ）「 統 計 南 九 州 市 」  

図 16 南九州市の世帯数の推移   
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  ④  土地利用の状況  

表 7 は 2006 年と 2021 年の南九州市の土地の地目別面積を示してい

ます。 2006 年 ,2021 年共に山林の割合が最も多くなっています。  

また ,2006 年から 2021 年にかけて ,特に田 ,畑の面積が減少し ,その

他の面積が増加しています。  

図 17 は南九州市の土地利用の状況を示しています。北部に森林が ,

南部にその他農用地が多くなっています。  

 
表 7 南九州市の土地の地目別課税面積  

単 位 ： k m 2  

 計  田  畑  宅地  山林  原野  その他  

2006 年  357.9 17.5 92.2 15.7 138.5 1.8 94.0 

2021 年  357.9 15.5 90.5 15.9 138.4 1.5 96.1 

注 １ ） 雑 種 地 ,そ の 他 ,非 課 税 地 を ま と め て 「 そ の 他 」 と し て い ま す 。  

注 ２ ）「 山 林 」 は 課 税 対 象 の み で 国 有 林 等 を 含 ま ず ,表 1 1 の 森 林 面 積 と は 一 致 し ま せ ん 。  

出 典 ）「 統 計 南 九 州 」  

出 典 ）「 国 土 数 値 情 報 」（ 国 土 交 通 省 ）  

図 17 土地利用の状況（ 2021年）   
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  ⑤  産業の状況  

南 九 州 市 に お い て最 も 生 産 額 の 大 きい 産 業 は 農 業 で あり ,2018 年 の

生産額は 631 億円となっています。  

エ ネ ル ギ ー を 最 も消 費 し て い る 産 業は 農 林 水 産 業 で あり ,2018 年 で

670TJ（テラ・ジュール ,テラは 10 の 12 乗を ,ジュールは熱量を表す単

位です。）が消費されています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ）「 地 域 経 済 循 環 分 析 ツ ー ル 」（ 環 境 省 ）  

図 18 産業別生産額（ 2018年）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ）「 地 域 経 済 循 環 分 析 ツ ー ル 」（ 環 境 省 ）  

図 19 産業別エネルギー消費量（ 2018年）   
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(４) 南九州市の再生可能エネルギーの状況  

  ①  畜産糞尿の賦存量  

南九州市内における家畜から生じると想定される 糞尿の量は 表 8 に

示すとおりであり ,年間 535,184t の糞尿が生じていると想定されま

す。畜産糞尿については堆肥化等により再利用されていますが ,令和４

年 度 に 実 施 し た 畜 産 農 家 を 対 象 と し た ア ン ケ ー ト に お い て ,畜 産 糞 尿

を利用したバイオマス発電に対し ,「検討したい」または「採算が合え

ば 検 討し た い」 と回 答 いた だ いた 農家 の 方の 飼 養頭 羽数 か ら 畜 産 糞 尿

の発生量を計算しました。結果 ,年間 113,668t の糞尿が生じていると

想定され ,これらはバイオマス発電に利用できる可能性があります。  

 
表 8 南九州市の家畜から生じる糞尿の賦存量  

家畜の種類  
飼養  

頭羽数  

原単位：  
kg/頭 (羽 )/日  

発生量（ t/年）  

糞  尿  糞  尿  合計  

厩
舎
牛  

乳
用
牛  

搾乳牛  982  45.5 13.4 16,309  4,803  21,112  
乾・未経
産牛  

290  29.7 6.1 3,144  646  3,790  

育成牛  447  17.9 6.7 2,920  1,093  4,013  
肉
用
牛  

２歳未満  10,788  17.8 6.5 70,090  25,595  95,685  
２歳以上  5,385  20.0 6.7 39,311  13,169  52,480  
乳用種  151  18.0 7.2 992  397  1,389  

豚  
肥育豚  80,721  2.1 3.8 61,873  111,960 173,833  

繁殖豚  9,201  3.3 7.0 11,083  23,509  34,592 

鶏  

採
卵
鶏  

雛  378,371  0.059 - 8,148  - 8,148  

成鶏  2,114,250  0.136 - 104,951  - 104,951  

ブロイラー  705,018  0.13 - 33,453  - 33,453 
馬  207  23 1,738  1,738  

合計  535,184 
注 １ ） 飼 養 頭 羽 数 は 令 和 ４ 年 ２ 月 時 点 の 飼 養 頭 羽 数 を 示 し て い ま す 。  

注 ２ ）原 単 位 は「 都 道 府 県・市 町 村 バ イ オ マ ス 活 用 推 進 計 画 作 成 の 手 引 き 」（ 農 林 水 産 省 ,平

成 2 4 年 ９ 月 ） を 参 照 し ま し た 。  

出 典 ）「 畜 産 課 資 料 」  

 

表 9 アンケート結果を踏まえた家畜から生じる糞尿の賦存量  

  
飼養  

頭羽数  

原単位：  
kg/頭（羽） /日  

糞尿発生量 (t/年）  

糞  尿  糞  尿  合計  

肉用牛  5,520 18.6 6.8 37,475 13,701 51,176 
豚  15,990 2.7 5.4 15,758 31,516 47,274 
採卵鶏  272,880 0.098 - 9,761 - 9,761 
ブロイラー  115,000 0.13 - 5,457 - 5,457 

合計  397,680 - - 68,451 45,217 113,668 
注 ） 原 単 位 に つ い て ,肉 用 牛 は 表 8 に 示 す 肉 用 牛 の 平 均 値 ,豚 は 表 8 に 示 す 豚 の 平 均 値 ,採 卵

鶏 は 表 8 に 示 す 採 卵 鶏 の 平 均 値 と し ま し た 。   
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  ②  木質バイオマスの賦存量  

南九州市における森林の蓄積量の増加分（森林の成長量－伐採量）を

木質バイオマスの賦存量とみなし ,これを計算した結果を表 10 に示し

ます。年間約 8 万 t の蓄積量の増加があり ,販売価格が伐採・運搬等の

コ ス ト を 上 回 る 範 囲 が 広 が れ ば ,よ り 利 用 可 能 な 木 質 バ イ オ マ ス が 増

えるものと考えられます。  

なお ,南九州市における森林面積の推移は図 20 及び表 11 に示すとお

りであり ,近年あまり変化はありません。  

 

表 10 木質バイオマスの賦存量  

賦存量 (t/年 ) 

木材  枝葉  合計  

57,335 22,934 80,269 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出 典 ）「 平 成 2 5 年 度 ～ 令 和 ４ 年 度 鹿 児 島 県 森 林 ・ 林 業 統 計 」（ 鹿 児 島 県 ）  

図 20 南九州市における森林面積の推移  

 

表 11 南九州市における森林面積の推移  

年度  森林面積（ ha）  市域面積（ ha）  森林の割合（％）  

2013 年  17,976 35,785 50.2 

2014 年  18,943 35,785 52.9 

2015 年  18,945 35,785 52.9 

2016 年  18,945 35,791 52.9 

2017 年  18,945 35,791 52.9 

2018 年  18,945 35,791 52.9 

2019 年  18,782 35,791 52.5 

2020 年  18,782 35,791 52.5 

2021 年  18,782 35,791 52.5 

2022 年  18,782 35,791 52.5 
注 ） 表 7 の 「 山 林 」 は 課 税 対 象 の み で 国 有 林 等 を 含 ま ず ,表 1 1 の 森 林 面 積 と は 一 致 し ま せ

ん 。  

出 典 ）「 平 成 2 5 年 度 ～ 令 和 ４ 年 度 鹿 児 島 県 森 林 ・ 林 業 統 計 」（ 鹿 児 島 県 ）   
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  ③  再生可能エネルギーのポテンシャル 

図 21 は南九州市における再生可能エネルギーのポテンシャルを示し

ており ,「太陽光発電 （土地系 ）」が最も大きくなっています。  

また，図 22 は太陽光発電のポテンシャルをより細分化した結果を示

しています。太陽光発電のポテンシャルの中では耕地 （畑 ）でのポテンシ

ャルが最も大きくなっています。  
 

 

出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）  

図 21 再生可能エネルギーのポテンシャル  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 22 太陽光発電ポテンシャルの詳細   
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出 典 ）「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム （ R E P O S）」（ 環 境 省 ）  

建 物
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土 地
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注 ） 再 生 利 用 可 能 ： 抜 根 ,整 地 等 に よ り 耕 作 が 可 能 と 見 込 ま れ る 荒 廃 農 地  
再 生 利 用 困 難 ： 森 林 化 な ど に よ り 農 地 に 復 元 す る た め の 物 理 的 な 条 件 整 備 が 著 し く 困
難 ,又 は ,客 観 的 に 復 元 し て も 継 続 し て 利 用 す る こ と が で き な い 荒 廃 農 地  
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電気の単位：設備容量と発電電力量の違い  

「設備容量」とは ,発電所が持つ最大出力を表しており ,単位は kW（キ

ロワット）や MW（メガワット）等があります。一方で ,「発電電力量」

と は ,あ る 経 過 時 間 に 発 電 し た 電 力 の 総 量 を 言 い ま す 。 発 電 所 は 常 に

100％ の 出 力 で 発 電 し 続 け ら れ る わ け で は な く ,例 え ば ,太 陽 光 発 電 は

太 陽 が 照 っ て い る 時 し か 発 電 で き ま せ ん し ,風 力 発 電 は 風 が 一 定 の 強

さで吹かなければ発電できません。そのため ,設備容量は施設毎に一定

ですが ,発電電力量は ,同じ施設でもその時々によって異なります。単

位は kWh（キロワットアワー）や MWh（メガワットアワー）等がありま

す。下記に太陽光発電所（設備容量 20kW）を例にしたイメージ図を記

載します。  

 

「 設 備 容 量 」

（ 20kW）  

この面積が  

この日の「発電電力量」 

固定価格買取制度（FIT 制度）と FIP 制度  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー で 発 電 し た 電 力 を 一 定 期 間 ,一 定 価 格 で 買 い 取

る制度を固定価格買取制度（ FIT 制度）といいます。一方で ,FIT 制度

の よ う に 固 定 価 格 で 買 い 取 る の で は な く ,再 エ ネ 発 電 事 業 者 が 卸 市 場

な ど で 売 電 し た と き ,そ の 売 電 価 格 に 対 し て 一 定 の プ レ ミ ア ム （ 補 助

額）を上乗せする制度を FIP 制度といいます。 2022 年４月より FIP 制

度が始まり ,今後 FIT 制度 ,FIP 制度によって再生可能エネルギーの導

入が進められます。  

 

出 典 ）「 な っ と く ！ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 」（ 経 済 産 業 省 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 ）  
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  ④  再生可能エネルギーの導入実績  

表 12 は ,再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー に よ る 発 電 電 力 量 の ポ テ ン シ ャ ル

と ,FIT 制度により導入された設備 による想定発電電力量を比較してい

ます。導入実績としては太陽光発電が最も多くなっています。  

ま た ,南 九 州 市 に お け る 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 ポ テ ン シ ャ ル の

合計と導入実績の差は ,4,366,110MWh/年となっています。  

なお ,「自治体排出量カルテ」（環境省）によると ,2020 年度の南九州

市全域の電気使用量は 188,617MWh であり ,2020 年度時点で南九州市

内の使用電力量の約 1.5 倍にあたる 287,191Mwh の電力量が再生可

能エネルギーによって発電されています。 

 

表 12 再生可能エネルギーの導入ポテンシャルと導入実績の比較  

再生可能エネルギーの種類  
発電電力量  

（ MWh/年）  

太陽光  

導入ポテンシャル  4,097,326  

導入実績（ 10kW 未満）  8,120  

導入実績（ 10kW 以上）  237,974  

導入ポテンシャルと導入実績の差  3,859,352 

風力  

導入ポテンシャル  479,954 

導入実績  39,126 

導入ポテンシャルと導入実績の差  440,828 

水力  

導入ポテンシャル  75,929 

導入実績  1,971 

導入ポテンシャルと導入実績の差  73,958 

地熱  

導入ポテンシャル  93 

導入実績  0 

導入ポテンシャルと導入実績の差  93 

再生可能エネルギーの導入ポテンシャル合計  4,653,301  

再生可能エネルギーの導入実績合計  287,191  

導入ポテンシャルと導入実績の差合計  4,366,110  

注 １ ） 導 入 実 績 は 令 和 ２ 年 度 の 実 績 値  

注 ２ ） 導 入 実 績 は F I T 制 度 に 認 定 さ れ た 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 実 績  

出 典 ）「 自 治 体 排 出 量 カ ル テ 」（ 環 境 省 ） ,「 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 情 報 提 供 シ ス テ ム

（ R E P O S）」 (環 境 省 )   
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  ⑤  電力需要地の状況  

南九州市内の電力需要地を把握するため ,NTT インフラネット株式会

社の「 GEOSPACE 電子地図（以下 GEOSPACE とします）」を用いて表 13 に

示すとおり，建物の面積を整理しました。  

 
表 13 各区分ごとの建物面積  

単位： m 2 

区分  川辺地域  知覧地域  頴娃地域  合計  

官公庁  17,505 25,659 8,027 51,191 

病院  16,645 3,424 2,042 22,111 

学校  29,018 28,469 30,741 88,228 

その他ビル  38,987 37,058 396 76,441 

宿泊施設  375 607 0 982 

娯楽・商業施設  44,000 27,288 13,841 85,129 

工場・倉庫  8,398 24,575 7,787 40,760 

その他建物  1,409,823 1,422,537 1,332,644 4,165,004 

合計  1,564,751 1,569,617 1,395,478 4,529,846 

注 ）「 そ の 他 建 物 」 と は , G E O S P A C E に お け る 普 通 建 物 の う ち ,建 物 範 囲 の 面 積 が 1 0 0 m 2 以 上 の

建 物 を 指 し ま す 。  

 

表 13 に示す建物 （以下 ,需要地とします）周辺での太陽光発電導入

の可 能性 を検 討す るた め ,令和 ４年 度の 荒廃 農地 のう ち ,再生 利用 が困

難な農地を対象とし ,需要地から 50m 範囲内に位置する荒廃農地の面積

を 求 め ,太 陽 光 発 電 の 設 備 容 量 を 計 算 し ま し た 。 結 果 ,川 辺 地 域 で

74,086kW,知覧地域で 64,610kW,頴娃地域で 46,018kW となり

ました。  

 

表 14 各地域における需要地から 50m範囲内の荒廃農地面積と  

想定される太陽光発電設備容量  

地域  

需要地から 50m

範囲内の荒廃

農地面積（ m 2）  

設置可能面

積算定係数  

設置密度  

（ kW/m 2）  

太陽光発電

設備容量  

（ kW）  

川辺地域  667,441 1.000 0.111 74,086 

知覧地域  582,076 1.000 0.111 64,610 

頴娃地域  414,573 1.000 0.111 46,018 

合計  1,664,090 - - 184,714 

注 １ ） 地 籍 の 情 報 と 結 合 し た 荒 廃 農 地 を 対 象 と し て い ま す 。  

注 ２ ）「 設 置 可 能 面 積 算 定 係 数 」 及 び 「 設 置 密 度 」 は 「 令 和 ３ 年 度  再 エ ネ 導 入 ポ テ ン シ ャ

ル に 係 る 情 報 活 用 及 び 提 供 方 策 検 討 等 調 査 委 託 業 務 報 告 書 」（ 環 境 省 ,令 和 ４ 年 ３ 月 ）を 参 照

し ま し た 。   
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図 23 荒廃農地と需要地の分布図  

(c) NTT InfraNet 
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３  温室効果ガスの排出量  

(１) 温室効果ガス排出量の現状推計  

  ①  総排出量の推移  

温 室 効 果ガ ス 排出量 の 算 出に 当 たって は ， 環境 省 が地方 公 共 団体 実

行計画策定・実施支援サイトにて毎年度公表している「自治体排出量カ

ルテ」に掲載された値を基本とし ，産業部門の中の製造業においては全

国業種別按分法で算出を行いました。  

南 九 州 市 に おける 2019 年度の温室効果ガス排出量は，277 千トン

CO2 であり， 2013 年度の 373 千トンと比べると約 26％減少していま

す。  

部門別にみると，2019 年度は，産業部門の排出量が最も多く，102 千

トン CO2 であり，次いで運輸部門の 100 千トン，業務・その他部門の

36 千トン，家庭部門の 35 千トン，廃棄物部門の４千トンとなっていま

す。それぞれ， 2013 年度と比べると，最も大きく減少しているのは家

庭部門の 39.7％であり，次いで業務・その他部門の 36.8％，産業部門

の 29.2％，運輸部門の 13.0％となっています。廃棄物部門は 2017 年

度以降横這いになっています。  

 

 
出 典 ）「 自 治 体 排 出 量 カ ル テ 」（ 環 境 省 ）（ ※ 産 業 部 門 を 除 く ）  

図 24 南九州市における温室効果ガス排出量の推移  
 

温 室 効 果ガ ス 排出量 の 推 移を み ると ， ２ 番 目に 多 い運輸 部 門 の減 少

割合が最も小さく，総排出量に占める割合は 2013 年度から 2019 年度

にかけて 5.8％増加しています。このことから，運輸部門は他の部門と

比 べ ると 温 室効 果ガ ス の削 減 対策 があ ま り進 ん でい ない と 考え ら れ ま

す。   
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図 25 は産業部門 ,業務・その他部門 ,家庭部門及び運輸部門のエネル

ギー消費量について ,2013 年度と 2019 年度を比較した結果を示してい

ます。最もエネルギー使用が多いのは産業部門であり ,次いで運輸部門

となっています。2013 年度と 2019 年度のエネルギー使用量を比較する

と ,運輸部門の自動車（旅客）でわずかに増加が見られますが ,それ以外

の部門についてはエネルギー使用量が減少しています。  

 

 

注 ） 2 0 1 3 年 度 及 び 2 0 1 9 年 度 の 「 総 合 エ ネ ル ギ ー 統 計 」（ 経 済 産 業 省 ） 等 の デ ー タ を 用 い て

算 出 し ま し た 。  

図 25 2013年度と 2019年度の各部門のエネルギー消費量の比較  
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  ②  産業部門における排出量の推移  

産 業 部門 に おけ る温 室 効果 ガ ス排 出量 は ,大 き く分 けて 製 造業 ,建 設

業・鉱業及び農林水産業を合計したものです。図 26 のとおり温室効果

ガ ス の 排 出 量 は ,製 造 業 が 最 も 多 く ,次 い で 農 林 水 産 業 と な っ て お り ,

建設業・鉱業の割合はわずかです。  

 

図 26 産業部門（製造業 ,建設業・鉱業 ,農林水産業）における  

温室効果ガス排出量の推移  

 

製造業の温室効果ガス排出量は ,2014 年度以降低下傾向にあります 。

これは ,電力の CO 2 排出係数の低下及び活動量（製造品出荷額等）の低

下によるものと考えます（図 27 参照）。  

建設業・鉱業及び農林水産業は ,いずれも減少傾向にあります。図 28

の と お り 一 人 当 た り の エ ネ ル ギ ー 消 費 量 も 減 少 傾 向 に あ り ,省 エ ネ ル

ギー化が進んでいるものと考えます。  

 

出 典 ）「 自 治 体 排 出 量 カ ル テ 」（ 環 境 省 ）  

図 27 製造品出荷額等の推移  
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注 ） エ ネ ル ギ ー 消 費 量 は 鹿 児 島 県 内 の 業 種 別 一 人 当 た り の エ ネ ル ギ ー 消 費 量  

出 典 ）「 都 道 府 県 別 エ ネ ル ギ ー 消 費 統 計 」（ 経 済 産 業 省 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 ）  

図 28 温室効果ガス排出量とエネルギー消費量の推移   
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  ③  業務その他部門における排出量の推移  

図 29 のとおり業務・その他部門における温室効果ガス排出量は ,2016

年度に大きく減少しましたが ,2019 年度では上昇に転じています。一人

当たりのエネルギー消費量も同様の傾向を示しており ,業務・その他部

門 に お い て は ,エ ネ ル ギ ー の 消 費 量 が 増 加 し て い る こ と が 考 え ら れ ま

す。  

 
注 ） エ ネ ル ギ ー 消 費 量 は 鹿 児 島 県 内 の 業 務 他 に お け る 一 人 当 た り の エ ネ ル ギ ー 消 費 量  

出 典 ）「 都 道 府 県 別 エ ネ ル ギ ー 消 費 統 計 」（ 経 済 産 業 省 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 ）  

図 29 業務・その他部門における温室効果ガス排出量  

及びエネルギー消費量の推移  

 

  ④  家庭部門における排出量の推移  

図 30 のとおり家庭部門の温室効果ガス排出量は ,2013 年度から減少

傾向にあります。一方 ,一人当たりのエネルギー消費量は横這い傾向に

ある こと から ,家 庭部 門に おけ る温 室効 果ガ ス排 出量 の減 少は ,人 口・

世帯数の減少（図 31 参照）や排出係数の低下（図 32 参照）が影響して

いると考えます。  

 
注 ） エ ネ ル ギ ー 消 費 量 は 鹿 児 島 県 内 の 家 庭 に お け る 一 人 当 た り の エ ネ ル ギ ー 消 費 量  

出 典 ）「 都 道 府 県 別 エ ネ ル ギ ー 消 費 統 計 」（ 経 済 産 業 省 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 ）  

図 30 家庭部門における温室効果ガス排出量及び  

エネルギー消費量の推移  
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出 典 ）「 統 計 南 九 州 」（ 南 九 州 市 ）  

図 31 南九州市における人口・世帯数の推移  

 

図 32 は九州電力の基礎排出係数の推移を示しています。2013 年度か

ら 2014 年度にかけては上昇しましたが ,その後減少傾向にあることか

ら １ kWh 当 た りの電 力 を 使 用し た 際の 二 酸 化 炭素 排 出量 も 減 少 傾向 に

あることが分かります。  

 
出 典 ）「 算 定 ・ 報 告 ・ 公 表 制 度 に お け る 算 定 方 法 ・ 排 出 係 数 一 覧 」（ 環 境 省 ）  

図 32 基礎排出係数（九州電力）の推移   
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電気を使用 した際 にどのくら い二酸 化炭素が 排 出され るかを表す指

標のひとつとして ,「基礎排出係数 」があります。「 基礎排出係数」と

は ,電気事業者が 小売りした電気の 発電に伴い ,燃料 の燃焼に伴って排

出された二酸化炭素の量（トン CO 2）を ,小売りした電力量（ kWh）で割

った値です。単位はトン CO 2/kWh となります。基礎排出係数の値は電気

事業者ごとに異なっており ,環境省の HP で公開されています。  

基礎排出係数とは？  
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  ⑤  運輸部門における排出量の推移  

図 33 のとおり 運 輸部門の 温室効 果 ガス排出 量は ,減 少傾向に ありま

す。南九州市においては ,自動車による温室効果ガスの排出が大きくな

っ て いま す が， 自動 車 保有 台 数の 減少 と 省エ ネ ルギ ー自 動 車の 普 及 に

伴い排出量が減少しています。しかしながら，総排出量に占める割合は

いまだ高いままとなっています。  

 

 

出 典 ）「 自 治 体 排 出 量 カ ル テ 」（ 環 境 省 ）  

図 33 運輸部門における温室効果ガス排出量の推移  

 

 

出 典 ）「 自 治 体 排 出 量 カ ル テ 」（ 環 境 省 ）  
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  ⑥  廃棄物部門における排出量の推移  

図 35 のとおり廃棄物部門の温室効果ガス排出量は，2016 年度に減少

に転じましたが， 2017 年度以降は増加傾向になっています。  

南九州市においては，ごみ直接焼却量は，年間８千トン CO 2 から１万

トン CO 2 の間で推移しています。温室効果ガスの排出量は，ごみ直接焼

却 量 とご み の水 分や 組 成に よ って 変化 す るた め ，焼 却量 の 推移 と は 異

なった推移となっています。  

 

 
出 典 ）「 自 治 体 排 出 量 カ ル テ 」（ 環 境 省 ） ,「 一 般 廃 棄 物 処 理 実 態 調 査 結 果 」（ 環 境 省 ）  

図 35 廃棄物部門における温室効果ガス排出量の推移  

 

(２) 森林による二酸化炭素吸収量  

南 九 州 市 の 山 林 が占 め る 面 積 の 割 合は ,2021 年 度 時 点で 総 面 積 の 約

39％（総面積 357.9km 2 に対し ,山林面積 138.4km 2）となっています。  

「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定

手法編）」（令和４年３月，環境省）を参考に，鹿児島県森林・林業統計

の 2013 年度と 2019 年度の蓄積量から年間の炭素蓄積量を計算しまし

た 。 さ ら に ， 炭 素 蓄 積 量 か ら

となります。  

 

表 15 森林による二酸化炭素吸収量  

2013 年 度 の
炭素蓄積量  

2019 年 度 の
炭素蓄積量  

2013 年度と 2019
年 度 の 炭 素 蓄 積
量の差分  

１ 年 間 当 た
り の 炭 素 蓄
積増加量  

１ 年 間 当 た
り の 二 酸 化
炭素吸収量  

2,530,396 2,721,253 190,856 31,809 116,635 

注 １ ） 表 中 の 数 字 は 小 数 点 以 下 の 数 字 に よ り 計 算 が 合 わ な い 場 合 が あ り ま す 。  

注 ２ ）１ 年 間 当 た り の 二 酸 化 炭 素 吸 収 量 は １ 年 間 当 た り の 炭 素 蓄 積 増 加 量 に ( 4 4 / 1 2 )を 掛

け る こ と で 算 出 さ れ ま す 。   
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４  温室効果ガスの将来予測  

本 計 画 の 目 標 を 決 め る に あ た り ,温 室 効 果 ガ ス 排 出 量 の 将 来 予 測 を

行 い ,ど の 程 度 追 加 的 に 温 室 効 果 ガ ス を 削 減 す る 必 要 が あ る の か 算 定

を行いました。  

算 定 の 考 え 方 と し て は ,温 室 効 果 ガ ス の 現 状 年 度 を 2019 年 度 と

し ,2019 年度の人口から一人当たりの温室効果ガス排出量を算出して ,

「南九州市人口ビジョン」に示すパターン１の 2030 年 ,2050 年の推計

人口から温室効果ガス排出量を算定しました。  

この手法は現状すう勢ケース（ BAU（ Bussiness as Usual）ケースと

も言います）と呼ばれる手法の考え方で ,温室効果ガス削減のための対

策を何も行わなかった場合の推計になります。  

2030 年 度 で 225,480 トン CO2 （ 基 準 年 度 比 約 40％削

減 ） 2050 年度で 154,448 トン CO2（基準年度比約 59％削減 ）

表 16 温室効果ガス将来予測結果

図 36 現状の温室効果ガス排出量と将来予測   
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５  計画策定に向けた意見交換会  

区 域 施 策 編 を 策 定 す る に あ た り ,地 球 温 暖 化 の 影 響 や 今 後 の 取 り 組

み 等 に 対 し 意 見 交 換 会 を 実 施 し ,意 見 交 換 会 終 了 後 ア ン ケ ー ト を 実 施

しました。意見交換会の内容 は表 17 に示すとおりです。意見交換会で

い た だ い た ご 意 見 や ア ン ケ ー ト 結 果 は ,公 共 施 設 に お け る 太 陽 光 発 電

の 導 入や 国 の補 助金 の 活用 に よる 今後 の 取り 組 みの 支援 等 の参 考 と さ

せていただきました。  

表 17 意見交換会の内容  

日 時 ・ 会 場  意 見 交 換 会の 様 子  

川 辺 地 域  

 

【 日 時 】 2023 年 １月 30 日 （月 ）  

９ 時 30 分 ～ 11 時 30 分  

【 会 場 】 川辺 文 化会 館  

【 参 加 人 数】 17 名  

頴 娃 地 域  

 

【 日 時 】 2023 年 １月 30 日 （月 ）  

13 時 30 分 ～ 15 時 30 分  

【 会 場 】 頴娃 文 化会 館  

【 参 加 人 数】 15 名  

知 覧 地 域  

 

【 日 時 】 2023 年 １月 31 日 （火 ）  

９ 時 30 分 ～ 11 時 30 分  

【 会 場 】 知覧 文 化会 館  

【 参 加 人 数】 22 名  

【 参 加 人 数合 計 】 44 名  

意 見 交 換 会の 内 容  

◆ 前 半  

【 講 演 】 地球温暖化や再生可能エネルギーについて  

【 意 見 交 換会 】 １） 身 近 に 感じ る 温暖 化 の 影 響に つ いて  

２ ） 再 生 可能 エ ネル ギ ー に 対す る 印象 等  

◆ 後 半  

【 講 演 】 脱炭 素 に向 け た 取 り組 み ,南九 州 市 に おけ る 今後 の 取 り 組み  

【 意 見 交 換会 】 １） 南 九 州 市に お ける 今 後 の 取り 組 みに つ い て  

２ ） そ の 他自 由 討論  
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意見交換会にていただいたご意見の概要は表 18 に示すとおりです 。

再 生 可能 エ ネル ギー 導 入に 向 けて の ご 意 見や 計 画に 対す る ご意 見 等 を

いただきました。  

 

表 18 意見交換会での意見の概要  

会場  意見内容  

川
辺
地
域 

・公民館等の公共施設にも太陽光発電設備を設置してほしい。蓄電

池は今後重要になってくるので ,こちらも含めてお願いしたい。  

・我が家には ,屋根置きの太陽光発電設備を設置しており ,設置し

てから既に 10 年を過ぎている。買取価格が本当に安くなった。

一方で ,蓄電池を設置しようとすると高い。少しでも蓄電池の購入に

際して補助金があると助かる。エアコン等を使うのは ,発電をしな

い夜が多いので ,蓄電池があれば良いと思う。  

頴
娃
地
域 

・蓄電池の購入に対する費用補助はないか。一般家庭にとって重

要になっている。  

・ 市 の 方 で も 皆 さ ん に 集 ま っ て も ら っ て ,太陽光発電に関する勉

強会をしてほしい。これから設置するにあたり ,どういう費用が発

生するのか等わからないことが多い。そのあたりがわかればつけ

ようという機運が上がると思う。  

・太陽光パネルの寿命は 20 年くらいだろうか。発電しなくなれば

廃棄物となり ,最 近 の 建 設 状 況 を み る と ,莫大な量の廃棄物になる

と思うが ,心配はないのか。（処理に多くのエネルギーを使うことに

なると）カーボンニュートラルに逆行するのではないか。  

知
覧
地
域 

・南九州市の独自の取組をしてほしい。畜産が盛んで あ るため ,糞

尿を使用し たバイ オマスだけ でなく ,藻類を使 用した 油の精製な

ども考えられる。お茶畑は 3,000ha 以上あるが ,栽培時に出る一

酸化窒素対策に重点的に取り組むことも考えられる。  

・地球温暖 化の実 感として ,今まで にない病気 が発生 している。

感覚ではあるが ,農薬の濃度が濃くなったように感じる。  
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アンケート結果の概要は表 19 及び図 37 に示すとおりです。導入を優

先すべき建物としては ,「公共施設」及び「工場・事業 所」が多く ,導入

しているもしくは ,検討している方の回答結果としては「屋根置き太陽

光」や「未利用地での太陽光発電」を検討しているという 回答が多くな

りました。  

 

表 19（１）  意見交換会アンケート結果  

 ①地球温暖化について興味がありますか  

ある  ない  わからない  

川辺  16 ０  ０  

知覧  18 ０  １  

頴娃  15 ０  ０  

合計  49 ０  １  

 ②将来的に対策が必要だと思いますか。  

必要  必要ない  わからない  

川辺  17 ０  ０  

知覧  19 ０  １  

頴娃  15 ０  ０  

合計  51 ０  １  

 ③対策を優先すべきと思う建物は何ですか  

公共施設  工場・事業所等  ビル ,集合住宅  戸建て住宅  

川辺  15 ４  １  ３  

知覧  13 10 ２  ３  

頴娃  13 ９  ３  ４  

合計  41 23 ６  10 

 ④ 対 策 と し て 太 陽 光 発 電 を 設 置 す る 場 合 に ,最 も 効 果 的 と 思 わ れ
る建物は  

公共施設  工場・事業所等  ビル ,集合住宅  戸建て住宅  

川辺  10 ４  ０  ４  

知覧  ９  ９  ０  ４  

頴娃  ８  ４  １  ７  

合計  27 17 ２  15 

 ⑤再生可能エネルギーについて ,興味がありますか  

ある  ない  わからない  

川辺  16 ０  １  

知覧  19 ０  １  

頴娃  15 ０  ０  

合計  50 ０  ２  

 ⑥現在 ,再生可能エネルギー施設を設置されていますか。  

自宅にある  会社にある  農地にある  ない  

川辺  ３  ２  ０  13 

知覧  ７  ２  １  13 

頴娃  ２  ０  １  12 

合計  12 ４  ２  38   
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表 19（２）  意見交換会アンケート結果  

 ⑦ 将 来 的 に 自 宅 ,会 社 ,農 地 ,空 き 地 等 へ の 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 施
設の設置について  

現在検討中  今後検討したい  検討しない  わからない  

川辺  ０  ７  ２  ７  

知覧  １  10 ２  ５  

頴娃  １  ６  ３  ５  

合計  ２  23 ７  17 

 ⑧  ⑥で「ある」 ,⑦で「現在検討中」「今後検討したい」とお答え
の方について ,どのような施設をお考えですか  

屋根置き太

陽光発電  

営農型太

陽光発電  

空き地等 ,未
利用地での太

陽光発電  

畜産糞尿
を利用し

た発電  

木材等を  
利用した

発電  

風力発電  

川辺  ４  ０  １  ０  ０  ２  

知覧  11 ０  ３  ０  ０  ０  

頴娃  ４  １  ２  ０  ０  １  

合計  19 １  ６  ０  ０  ３  

 ⑨ 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 設 置 に あ た っ て ,要 望 等 が あ れ ば お 答 え
ください  

補助金等による支援  技術的な支援  相談窓口の設置  その他  

川辺  14 １  ５  ０  

知覧  10 ２  ７  １  

頴娃  ８  ３  ４  １  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 37 アンケート結果概要    

③対策を優先すべきと思う建物は  
⑧  ⑥で「ある」 ,⑦で「現在検
討中」「今後検討したい」とお答
え の 方 に つ い て ,ど の よ う な 施
設をお考えですか  

公共施設

51%

工場・事業所等

29%

戸建て住宅

13%

ビル,集合住宅

8%

屋根置き太陽光発電

66%

未利用地

での太陽

光発電

21%

風力発電

10%

営農型太陽光発電

3%
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６  計画期間  

本 計 画 の 計 画 期 間 に つ い て ,上 位 計 画 と な る 地 球 温 暖 化 対 策 推 進 法

に 基 づ く 地 球 温 暖 化 対 策 計 画 や ,鹿 児 島 県 地 球 温 暖 化 対 策 実 行 計 画 を

勘案し , とします。  

ま た ,基 準 年度 及び 目 標年 度 につ いて も ,前 述 の計 画と の 整合 を 図 る

ため ,基準年度を 2013 年度 ,目標年度を 2030 年度とします。  

表 20 計画期間と基準年度 ,目標年度等の位置づけ

2030 年までの取り組みの重要性  

IPCC によれば ,1.5℃の気温上昇に抑えるためには ,2050 年頃にカ

ーボンニュートラルを達成し ,2030 年には排出をほぼ半減する必要がある

と言われています。パリ協定の発効に伴い ,各国が国連に NDC（国別に

定める 2030 年までの目標）を提出し ,取り組みを進めていますが ,各国

が 掲 げ る NDC を 達 成 す る だ け で は ,気 温 上 昇 を 1.5℃ に 抑 え ら れ

ず ,2100 年時点で 2.4℃の上昇になるとも試算されています。  

2022 年 11 月に開催された「世界

リーダーズ・サミット」では ,岸田総

理は ,2030 年までの期間を「勝 負 の

10 年 」と 位 置 づ け ,す べ て の 国 に 野

心的な気候変動対策を呼びかけたと

ともに ,日本の新たな 2030 年温室効

果 ガ ス 削 減 目 標 等 に つ い て 発 信 し ,

多くの参加国・機関から高い評価と

歓迎の意が示されました。  出 典 ）「 首 相 官 邸 H P」  
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７  計画の目標  

本計画では ,

として ,国の地球温暖化対策計画に示される 2030 年度の温

室効果ガス削減目標「 46％削減（ 2013 年度比）」を踏まえ ,

することを目標とします。  

ま た ,2030 年 度 の 対 策 を 実 施 し な い ケ ー ス に よ っ て 想定 さ れ る 排 出

量（ 225,480 トン CO 2）と 2030 年度の目標排出量（ 201,555 トン CO 2）

の差分

とします。  

なお ,森林吸収量を年間 116,635 トン CO 2 と考えると ,2050 年におい

て ， 現状 の まま 対策 を 実施 し ない ケー ス の温 室 効果 ガス 排 出量 と の 差

分は 37,813 トン CO 2 となり ,

と考えられます。  

 

 

図 38 温室効果ガス排出量削減目標のイメージ図   
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46％削減（2013 年度比） 

【目標削減量：171,695 トン CO2】 

【目標排出量：201,555 トン CO2】 

【施策による目標削減量：23,925 トン CO2】 
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【 施 策 に よ る 目 標 削 減 量 ： 2 3 , 9 2 5 ト ン C O 2】 

2 0 1 3  

-116,635 

【 差 分 ： 3 7 , 8 1 3 ト ン C O 2】 

実際の排出量  対策を実施しないケース  

目標の排出量  森林吸収量  

【 目 標 排 出 量 ：  

2 0 1 ,5 5 5 ト ン C O 2】 

【 目 標 削 減 量 ： 1 7 1 , 695 ト ン C O 2】  
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８  温室効果ガス排出削減等に関する対策・施策  

(１) 基本方針  

温室効果ガスを削減するためには大きく  

本 計 画 で は こ の ３ つ の 基 本 方 針 を 中 心 に 施 策 を 検 討 し ,脱 炭 素 社 会

の実現を推進していきます。  

温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
量

を
減
ら
す
取
り
組
み 

①エネルギーの脱炭素化  ②エネルギー消費量の削減  

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入

促 進 ,化 石 燃 料 か ら 再 生 可

能エネルギーの切り替え  

使 用 す る エ ネ ル ギ ー 量 の 削

減  

大
気
中
の 

二
酸
化
炭
素
を 

減
ら
す
取
り
組
み 

③森林等による二酸化炭素吸収・回収の促進  

森林の整備や二酸化炭素回収・

貯留技術による ,大気中の二酸

化炭素の吸収・回収  

発 電 所 や 化 学 工 場 な ど か ら 排 出

された CO 2 を ,ほ かの 気体から分離

し て 集 め ,地 中 深 く に 貯 留 ・ 圧 入 す

る と い う も の で す 。 日 本 で は ,2012

年から北海道・苫小牧で実証実験が

行 わ れ る な ど ,検 討 が 進 め ら れ て い

ます。  

二酸化炭素回収・貯留（CCS）技術とは？ 

出 典 ）「 経 済 産 業 省 H P」  
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(２) 施策  

前述した ３つの 基 本方針を 基に ,実 行施策と して 表 21 に示す具体的

な取り組みを進めます。  

な お ,各 施 策 に お け る 温 室 効 果 ガ ス 削 減 見 込 み 量 や 再 生 可 能 エ ネ ル

ギー導入見込み量を算定する際の条件は資料編に記載しています。  

表 21（１）  施策一覧

あ る 発 電 設備 が １年 間 に 発 電す る 電力 量 に つ いて ,例 えば ５ kW の 太陽 光

発 電 設 備 を想 定 する と 以 下 のと お りと な り ま す。  

【 １ 年 間 の発 電 電力 量 （ kWh）】  

＝ 設 備 容 量（ ５ kW） ×設 備 利用 率 （ 13.7％ ） ×24 時 間 ×365 日  

＝ 6,613.8kWh 

こ の １ 年 間の 発 電電 力 量 （ 6,613.8kWh） に  

排 出 係 数 （ 0.000250 ト ン CO 2/kWh） をか け る と ,6,613.8kWh の 電 力 を使 用

し た 際 に 排出 さ れる 二 酸 化 炭素 量 （約 1.5 ト ン CO 2） が計 算 さ れ ます 。  

太 陽 光 発 電は ,発 電時 に は 二 酸化 炭 素を 排 出 し ない た め ,こ の 場 合 １年 間

で 約 1.5 トン の 二酸 化 炭 素 削減 効 果が 生 ま れ ます 。  

発電設備の 1 年間の発電電力量 ,二酸化炭素削減量の計算について  
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表 21（２）  施策一覧

 

表 22 施策による二酸化炭素削減量と目標値との差分  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本 計 画 で 掲 げ る 二 酸 化 炭 素 削 減 量 及 び 再 エ ネ 導 入 量 は ど の く ら い の

規模なのでしょうか。仮に ,空地に設置する太陽光発電を想定すると ,以

下に示す広さの土地が必要となります。  

【二酸化炭素削減量（ 24,760 トン CO 2）】  

必要な太陽光発電設備容量：約 75,000kW, 

必要な土地の面積：約 675,000m 2（知覧平和公園サッカー場約 69 面分） 

【再エネ導入量（ 19,296kW）】  

19,296kW の太陽光発電を導入する場合の必要な土地の面積：  

約 173,664m 2（知覧平和公園サッカー場約 18 面分）  

二酸化炭素削減量 ,再エネ導入量について 
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中学校３校への太陽光発電の導入や 図 39

公共施設への太陽光発電による電力供給

604 トン CO2  

1,824kW 

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① 中 学 校 ３ 校 の 建 物 の 面 積 ×設 置 可 能 面 積 算 定 係 数 ×設 置 密 度 × 2 4 時 間  

×3 6 5 日 ×設 備 利 用 率 ×排 出 係 数 ＝ 2 7 3 ト ン C O 2 

② 未 利 用 公 共 用 地 に お け る 太 陽 光 発 電 設 備 容 量 ×2 4 時 間 ×3 6 5 日  

×設 備 利 用 率 ×排 出 係 数 ＝ 3 3 1 ト ン C O 2 

〇再生可能 エネルギー導入見 込み量 の内訳  

① 中 学 校 ３ 校 の 建 物 の 面 積 ×設 置 可 能 面 積 算 定 係 数 ×設 置 密 度 ＝ 8 2 4 k W 

② 未 利 用 公 共 用 地 に お け る 太 陽 光 発 電 設 備 容 量 = 1 , 0 0 0 k W 

太陽光発電・蓄電池の導入検討・実施  

公共施設導入可能性調査  

中学校３校 ,知覧特攻平和会館等 11 施設への導入検討  
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                    図 39 太陽光発電による  

                    電力供給検討対象公共施設   注 ） 公 共 施 設 の 建 物 の 範 囲 は N T T  イ ン フ ラ ネ ッ ト

株 式 会 社 の 「 G E O S P A C E  電 子 地 図 」 を 用 い ま し た 。 

(c) NTT InfraNet 
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210 トン CO2  

700kW 

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① 対 象 住 宅 （ 2 0 件 ） ×１ 戸 当 た り の 設 備 容 量 ×2 4 時 間 ×3 6 5 日  

×設 備 利 用 率 ×排 出 係 数 ×計 画 期 間 （ ７ 年 ） ＝ 2 1 0 ト ン C O 2 

〇再生可能 エネルギー導入見 込み量 の内訳  

① 対 象 住 宅 （ 2 0 件 ） ×１ 戸 当 た り の 設 備 容 量 ×計 画 期 間 （ ７ 年 ） ＝ 7 0 0 k W  

広報誌等による周知  

太陽光発電・蓄電池の導入促進  
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「工場 ・倉庫 」 ,「その他建物 」の太陽光発電のポテンシャルの合

計は約 242MW

2,800 トン CO2  

8,469kW 

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① 市 内 立 地 事 業 所 （ 一 部 ） に お け る 想 定 設 備 容 量 ×目 標 導 入 割 合 （ 5 0％ ）  

×2 4 時 間 ×365 日 ×設 備 利 用 率 ×排 出 係 数 ＝ 1 , 3 1 0 ト ン C O 2 

② 「 工 場 ・ 倉 庫 ,そ の 他 建 物 」 の ポ テ ン シ ャ ル ×1,000×目 標 導 入 割 合

（ 1 . 5％ ） ×2 4 時 間 ×365 日 ×設 備 利 用 率 ×排 出 係 数 ＝ 1 , 2 0 1 ト ン C O 2 

③ 農 業 関 連 施 設 （ ５ 施 設 ） ×１ 施 設 当 た り の 設 備 容 量  

×2 4 時 間 ×3 6 5 日 ×設 備 利 用 率 ×排 出 係 数 ×計 画 期 間 （ ７ 年 ）  

＝ 2 8 9 ト ン C O 2 

〇再生可能 エネルギー導入見 込み量 の内訳  

① 市 内 立 地 事 業 所 （ 一 部 ） に お け る 想 定 設 備 容 量 ×目 標 導 入 割 合 （ 5 0％ ）  

＝ 3,962kW 

② 「 工 場 ・ 倉 庫 ,そ の 他 建 物 」 の ポ テ ン シ ャ ル ×導 入 割 合 （ 1 . 5％ ）  

＝ 3 , 6 3 2 kW 

③ 農 業 関 連 施 設 （ ５ 施 設 ） ×１ 施 設 当 た り の 設 備 容 量  

×計 画 期 間 （ ７ 年 ） ＝ 8 7 5 k W 
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太 陽 光 発 電 を 導 入 す る 方 法 と し て ,自 社 や 個 人 で 購 入 す る 方 法 の ほ

かに ,初期投資が 0 円で太陽光発電設備を導入できる「オンサイト PPA

モデル」や「リースモデル」が誕生しています。  

PPA 事業・リース事業による太陽光発電の導入  

太陽光発電・蓄電池の導入促進  

出 典 ）「 初 期 投 資 0 で の 自 家 消 費 型 太 陽 光 発 電 設 備 の 導 入 に つ い て 」（ 環 境 省 ）  

補助金などの活用検討  
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川辺地域で約

74,086kW 知覧地域で約 64,610kW 頴娃地域で約 46,018kW

表 14

1,832 トン CO2  

5,541kW 

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① 表 1 4 に 示 す 太 陽 光 発 電 設 備 容 量 の 合 計 ×目 標 導 入 割 合 （ ３ ％ ）  

×24 時 間 ×365 日 ×設 備 利 用 率 ×排 出 係 数 = 1,832 ト ン C O 2 

〇再生可能 エネルギー導入見 込み量 の内訳  

① 表 1 4 に 示 す 太 陽 光 発 電 設 備 容 量 の 合 計 ×目 標 導 入 割 合 （ ３ ％ ） =5,541kW 

補助金などの活用検討  

ゾーニングの実施  

荒廃農地 ,自営線の活用による太陽光発電導入検討  
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―  

―  

― ― 

補助金の活用等による導入支援の検討  

発電した電力の消費方法や費用対効果の検討  

ゾーニングの実施  

他事例等による農作物への影響に関する情報収集  
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営農型太陽光発電とは ,農地の上に太陽光発電を設置 し ,発電事業と

営 農 を 並 行 し て 行 う 取 り 組 み で す 。 こ れ に よ り ,営 農 に よ る 収 入 に 加

え ,売電による継続的な収入や ,営農施設での自家消費による電気代の

削減等のメリットが期待されます。  

営 農 型 太 陽 光 発 電 を 行 う 場 合 は ,農 地 の 一 時 転 用 や 発 電 事 業 を 行 う

期 間 の 継 続 的 な 営 農 ,一 定 量 の 収 量 の 確 保 ,発 電 し た 電 力 の 活 用 方 法

（売電や自家消費）等の課題があり ,事前の事業検討が必要です。  

農 林 水 産 省

の「営農型太陽

光 発 電 設 備 設

置 状 況 等 に つ

いて（令和２年

度 末 現 在 ）」 に

よ る と ,営 農 型

太 陽 光 発 電 設

備 の 下 部 農 地

で の 栽 培 作 物

は , さ か き , し

き み 等 が 30％

（ 994 件）,みょ

う が , ふ き , あ

し た ば 等 が

17％（ 560 件）

と な っ て い ま

す。  

 

営農型太陽光発電について  

農林水産省の「食料産業・６次産

業化交付金（営農型太陽光発電の高

収益農業の実証）」（平成 30～令和元

年度）により静岡県においてお茶に

対する実証事業が行われています。

結 果 ,50％ 程 度 の 遮 光 で も ,収 量 や

品 質 に 影 響 が 無 く ,発 電 設 備 下 で

は ,朝 方 の 葉 音 の 低 下 が 抑 制 さ れ ,

凍 霜 害 の 発 生 が 抑 え ら れ る 傾 向 に

あること等が確認されています。  

 

 

出 典 ）「 営 農 型 太 陽 光  高 収 益 農 業 実 証 事 業 の 概 要 」（ 農 林 水 産 省 ）  

出 典 ）「 営 農 型 太 陽 光 発 電 設 備 設 置 状 況 等 に つ い て（ 令 和 ２ 年 度 末 現 在 ）」（ 農 林 水 産 省 ） 
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356 トン CO2  

―  

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① （ 公 用 車 （ 軽 乗 用 車 ９ 台 ） の 給 油 量 ×ガ ソ リ ン 使 用 に よ る 排 出 係 数 ）  

 － （ 公 用 車 （ 軽 乗 用 車 ９ 台 ） の 走 行 距 離 ×燃 費 ×電 力 使 用 に よ る 排 出 係 数 ）  

 ＝ 1 0 ト ン C O 2 

② （ 公 用 車 （ 軽 貨 物 車 7 8 台 ） の 給 油 量 ×ガ ソ リ ン 使 用 に よ る 排 出 係 数 ）  

 － （ 公 用 車 （ 軽 貨 物 車 7 8 台 ） の 走 行 距 離 ×燃 費 ×電 力 使 用 に よ る 排 出 係 数 ）  

 ＝ 1 0 7 ト ン C O 2 

③ （ 公 用 車 （ 小 型 ・ 普 通 乗 用 車 1 7 台 ） の 給 油 量 ×ガ ソ リ ン 使 用 に よ る 排 出 係 数 ）  

 － （ 公 用 車 （ 小 型 ・ 普 通 乗 用 車 ） の 走 行 距 離 ×燃 費  

×電 力 使 用 に よ る 排 出 係 数 ） ＝ 1 3 ト ン C O 2 

④ （（ 目 標 一 般 車 両 台 数 （ 軽 自 動 車 ）（ 1 5 台 ）  

×軽 自 動 車 １ 台 当 た り の ガ ソ リ ン 使 用 に よ る 二 酸 化 炭 素 排 出 量 ）  

－ （ 目 標 一 般 車 両 台 数 （ 軽 自 動 車 ）（ 1 5 台 ）  

×軽 電 気 自 動 車 １ 台 当 た り の エ ネ ル ギ ー 消 費 量 ×排 出 係 数 ））  

×計 画 期 間 （ ７ 年 ） ＝ 9 4 ト ン C O 2 

⑤ （（ 目 標 一 般 車 両 台 数 （ 小 型 ・ 普 通 自 動 車 ）（ 1 5 台 ）  

×小 型 ・ 普 通 自 動 車 １ 台 当 た り の ガ ソ リ ン 使 用 に よ る 二 酸 化 炭 素 排 出 量 ）  

－ （ 目 標 一 般 車 両 台 数 （ 小 型 ・ 普 通 自 動 車 ）（ 1 5 台 ）  

×小 型 ・ 普 通 電 気 自 動 車 １ 台 当 た り の エ ネ ル ギ ー 消 費 量 ×排 出 係 数 ））  

×計 画 期 間 （ ７ 年 ） ＝ 1 3 2 ト ン C O 2 

電気自動車への切り替え ,充電スタンドの整備  

補助金の活用等による導入支援の検討  
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302 トン CO2  

173kW 

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① 糞 尿 利 用 可 能 性 量 （ 113,668 t） ×ガ ス 発 生 量 単 位 ×発 電 量 単 位  

×設 備 利 用 率 ×利 用 目 標 割 合 （ 5 0％ ） ×排 出 係 数 ＝ 3 0 2 ト ン C O 2 

〇再生可能 エネルギー導入見 込み量 の内訳  

① （ 糞 尿 利 用 可 能 性 量 （ 1 1 3 , 6 6 8t） ×ガ ス 発 生 量 単 位 ×発 電 量 単 位  

×設 備 利 用 率 ×利 用 目 標 割 合 （ 50％ ）） ÷（ 設 備 利 用 率 ×24 時 間 ×365 日 ）  

＝ 1 7 3 k W 

施設導入  

補助金の活用等による導入支援の検討  
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―  

―  

― 

林道整備 ,機械・施設導入  

補助金の活用等による導入支援の検討  
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7,378 トン CO2  

1,015kW 

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① C O 2 フ リ ー プ ラ ン の 促 進 ： 2 0 2 0 年 度 の 電 力 需 要 量  

×切 り 替 え 目 標 割 合 （ 1 5％ ） ×排 出 係 数 = 7,073 ト ン C O 2 

② 卒 F I T 電 源 の 活 用 ： 2 0 2 0 年 度 時 点 の 1 0 k W 未 満 の F I T 認 定 さ れ た  

太 陽 光 発 電 設 備 容 量 ×活 用 目 標 割 合 （ 1 5％ ） ×2 4 時 間 ×365 日 ×  

設 備 利 用 率 ×排 出 係 数 ＝ 3 0 5 ト ン C O 2 

〇再生可能 エネルギー導入見 込み量 の内訳  

① 卒 F I T 電 源 の 活 用 ： 2 0 2 0 年 度 時 点 の 1 0 k W 未 満 の F I T 認 定 さ れ た  

太 陽 光 発 電 設 備 容 量 ×活 用 目 標 割 合 （ 1 5％ ） ＝ 1 , 0 1 5 k W 

CO 2 フリープランへの切り替え・卒 FIT 電源の活用  

アグリゲーターによる電力の効率的な活用  

実施体制の検討  
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―  

―  

― 

― ― 

ゾーニングの実施  

実施方法検討  

ゾーニング結果を踏まえた電源の開発検討  
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ゾ ー ニ ン グ と は ,太 陽 光 発 電 や 風 力 発 電 な ど の 開 発 を 行 う に あ た り

関係する様々な情報（地形や発電に関する内容（日射量や風況等）,住

宅 ,動植物の生息地 ,景観 ,法規制等）を重ね合わせ ,事業を促進する場

所や保全する場所等をエリア分けすることを言います。  

これにより ,事業計画が立案される早期段階において ,留意すべき事

項 等 が 事 前 に 事 業 者 等 へ 共 有 さ れ ,柔 軟 な 事 業 計 画 の 立 案 が 可 能 と な

り ,事業の円滑な導入につながることが期待されます。  

ゾーニングについて  

長 崎 県 松 浦 市 で は ,陸 上

風 力 発 電 事 業 を 対 象 に ,環

境保全上の課題により開発

を 抑 制 す べ き 「 保 全 エ リ

ア」,風況の良い場所を基に

法規制等により設置ができ

ない範囲を除いた「適地エ

リア」,適地エリアのうち土

地利用や環境配慮の観点か

ら設置が困難なエリアを除

いた「候補エリア」の選定

を行っています。  

出 典 ）「 風 力 発 電 に 関 わ る ゾ ー ニ ン グ 実 証 事 業 」（ 環 境 省 ）  

出 典 ）「 松 浦 市 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 導 入 推 進 計 画  

添 付 資 料 ２  ゾ ー ニ ン グ の 実 施 に よ る 地 域 共 存 型

風 力 発 電 の 促 進 」（ 松 浦 市 ,令 和 ４ 年 ３ 月 ）  
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847 トン CO2  

1,575kW 

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① Z E H１ 年 間 の 目 標 戸 数 （ 3 0 戸 ） に お け る 二 酸 化 炭 素 削 減 量  

×計 画 期 間 （ ７ 年 ） ＝ 4 6 2 ト ン C O 2 

② Z E B１ 年 間 の 目 標 棟 数 （ ３ 棟 ） に お け る 二 酸 化 炭 素 削 減 量  

×計 画 期 間 （ ７ 年 ） ＝ 3 8 5 ト ン C O 2 

〇再生可能 エネルギー導入見 込み量 の内訳  

① Z E H 目 標 建 築 物 数 （ 3 0 件 ） ×ZEH１ 件 当 た り の 太 陽 光 発 電 設 備 容 量 （ ５ k W）  

×計 画 期 間 （ ７ 年 ） ＝ 1 ,050kW 

② Z E B 目 標 建 築 物 数 （ ３ 件 ） ×ZEB１ 件 当 た り の 太 陽 光 発 電 設 備 容 量 （ 2 5 k W）  

×計 画 期 間 （ ７ 年 ） ＝ 5 2 5 k W 

・住宅新築時の

ZEH 化検討  

・ 建 築 物 新 築 時

の ZEB 化検討  

３

頴娃庁舎・川辺庁舎の ZEB 化検討  

補助金の活用等による支援の検討  

新庁舎設計・建設  
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ZEH とは ,net Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハ

ウス）の略で ,高断熱によりエネルギー消費量を極力抑え ながら ,家庭

で使用するエネルギーと太陽光発電 などで創るエネルギーをバランス

し て ,1 年 間 で 消 費 す る エ ネ ル ギ ー の 量 を 実 質 的 に ゼ ロ 以 下 に す る 家

のことを言います。また ,住宅ではない建物で ,同様に 1 年間で消費す

る エ ネ ル ギ ー の 量 を 実 質 的 に ゼ ロ 以 下 に す る 建 物 の こ と を ZEB（ net 

Zero Energy building ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）といいま

す。  

 

 

 

出 典 ）「 省 エ ネ ポ ー タ ル サ イ ト 」（ 経 済 産 業 省 資 源 エ ネ ル ギ ー 庁 ）  

 

ZEH にすることで ,光熱費を下げることができるほか ,蓄電池を導入

すれば停電時の非常用電源として活用でき防災機能の向上にもつなが

ります。また ,高断熱化による快適性の向上のほか ,ヒートショックの

リスク低減など健康面のメリットも期待できます。  

ZEH の普及に向けて各種政策が行われており ,2020 年のハウスメー

カーが新築する注文戸建住宅においては ,約 56％が ZEH となっていま

す。  

なお ,エネルギー消費量の削減割合等から ,「 ZEH」,「 Nearly ZEH」,

「 ZEH Oriented」に分けられます。  

ZEH・ZEB について 
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196 トン CO2  

―  

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① 1 年 間 の 目 標 戸 数 （ 2 0 戸 ） に お け る 二 酸 化 炭 素 削 減 量 ×計 画 期 間 （ ７ 年 ）  

＝ 1 9 6 ト ン C O 2 

 

 

 

 

・ 住 宅 の 断 熱

改修の実施  

・ 断 熱 改 修 の

施工  

既存住宅の断熱改修の促進  

補助金の活用等による支援の検討  
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5,035 トン CO2  

―  

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① 表 2 3 に 示 す 削 減 メ ニ ュ ー の 合 計 = 5 , 0 3 5 ト ン C O 2  

―  

・省エネルギー機器等の導入  

・省エネ活動の実施  

省エネルギー機器等導入促進  

広報誌等による周知 ,補助金等の活用検討  
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表 23 産業部門における省エネルギーに関する取り組み

産業用高効率空調の導入 85

産業用ヒートポンプの導入 213

産業用照明の導入 299

産業用モータ・インバーター導入 961

高性能ボイラーの導入 580

コジェネレーションの導入 1,349

燃料転換の促進 279

工 場 エ ネ ル ギ ー 管 理 シ ス テ ム を 利 用 し た 徹 底 的 な

エネルギー管理の実施
245

業務用給湯器の導入 180

再生可能エネルギー熱の利用拡大 844

合計  5,035 

表 24 第３次南九州市地球温暖化防止実行計画に記載する  

電気使用量の削減に関する取組の一例
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家庭の消費電力を「見える化」するホーム・エネルギー・マネジメン

ト・システム（ 表 25

１，692 トン CO2  

―  

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① 表 2 5 に 示 す 削 減 メ ニ ュ ー の 合 計 = 1 , 6 9 2 ト ン C O 2 

 

・ の導入検討  

・省エネ活動の推進  
―  

家庭における省エネ活動の推進  

HEMS 導入の推進  

HEMS 導入支援方法の検討  
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表 25 省エネ活動内容と温室効果ガス削減量

夏の冷房を 28℃に設定

夏の冷房を１日１時間短縮

冬の暖房を 20℃に設定

冬の暖房を１日１時間短縮

エアコンのフィルターを月に１回か２回清掃

テレビを見ないときは消す

部屋の明るさに合わせた画面の明るさで視聴

冷蔵庫にものを詰めすぎない

冷蔵庫の設定温度を適切にする

壁から適切な感覚で設置

電 気 ポ ッ ト を 長 時 間 使 用 し な い 場 合 は プ ラ グ

を抜く

間隔を空けないよう入浴する

シャワーは不必要に流したままにしない

洗濯ものはまとめ洗いをする

温水便座を使わないときはふたを閉める

暖房便座の温度は低めに

洗浄水の温度は低めに設定する

部屋を片付けてから掃除機をかける

合計  1,692 

HEMS とは ,ホーム・エネルギー・マネジメント・システム（ Home Energy 

Management System）の略で ,家庭でのエネルギー使用状況を ,専用のモ

ニ タ ー や パ ソ コ ン ,ス マ ー ト フ ォ ン 等 に 表 示 す る こ と に よ り 家 庭 に お

ける快適性の向上や省エネルギーの推進を支援するシステムです。  

国の計 画でも HEMS を利用 した エネ ルギー 管理 の実施 の促進 が掲げ

ら れ て お り ,2011～ 2015 年 に 建 て ら れ た 住 宅 に 住 む 世 帯 で は 6.1％

が ,2016 年以 降に 建てら れた 住宅 に 住む世 帯では 8.3％が使 用し てい

ます。  

HEMS とは？ 
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表 26

3,509 トン CO2  

―  

〇二酸化炭素削減見込み量の内訳  

① 表 2 6 に 示 す 削 減 メ ニ ュ ー の 合 計 = 3 , 5 0 9 ト ン C O 2 

 

・エコドライブ

の実施  

・エコドライ

ブの実施  

エコドライブの推進  

エコドライブの普及啓発  
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表 26 エコドライブに関する取り組み

環境省の「 COOL CHOICE」では上記４つのエコドライブの方法を含む

「エコドライブ 10 のすすめ」が取りまとめられています。  

日 頃 よ り エ コ ド ラ イ ブ を 心 が け ,温 室 効 果 ガ ス 削 減 へ の ご 協 力 を お

願いします。  
 

・自分の燃費を確認しよう  ・ふんわりアクセル「 e スタート」 

・無駄なアイドリングはやめよう  ・タイヤの空気圧から  

・渋滞を避け余裕をもって  ・エアコンの使用は適切に  

・不要な荷物は降ろそう  ・加速 ,減速の少ない運転  

・減速時は早めにアクセルを離そう  

・走行の妨げとなる駐車はやめよう  

 

 

エコドライブについて 

出 典 )「 エ コ ド ラ イ ブ 促 進 ポ ス タ ー 」（ 環 境 省 ）  
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―  

―  

―  
・水田の中干期間の延長や

施肥設計の見直し等の実施  

 

 

 

 

  

環境保全型農業等の実践  

補助金の活用等による支援 ,広報等による周知  

環境保全型農業とは？ 

環境保全型農業とは「農業の持つ

物質循環機能を生かし ,生産性との調

和などに留意しつつ ,土づくり等を通

じて化学肥料 ,農薬の使用等による環

境負荷の軽減に配慮した持続的な農

業」です。緑肥の作付け及びたい肥

の施用により ,土壌中の炭素貯留量が

増加することで ,大気中の炭素を土壌

中に貯留し ,地球温暖化防止に貢献す

ることが期待されます。  

出 典 ）「 環 境 保 全 型 農 業 を め ぐ る 事 情 」  

（ 農 林 水 産 省 ,平 成 2 7 年 １ 月 ）  
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116,635 トン CO2  

―  

〇二酸化炭素 吸収量 の算出式  

① 表 1 5 に 示 す 民 有 林 及 び 国 有 林 に お け る １ 年 間 当 た り の  

二 酸 化 炭 素 吸 収 量 の 合 計 = 116,635 ト ン C O 2 

 

・主伐に

よる再造

林や間伐

の実施  

・主伐による再造

林や間伐の実施  

・かごしまエコフ

ァンドクレジット

の活用  

現在の取り組みの継続的な実施   
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―  

―  

― 

・広報誌や勉強会等に

よる情報収集  

・広報誌や勉強会等に

よる情報収集  

 

広報誌による情報発信 ,勉強会の開催  
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９  地球温暖化に対する適応策  

「気候変動影響評価報告書」（環境省 ,令和２年）では ,気候変動によ

る 日 本 へ の 影 響 に つ い て ,① 科 学 的 知 見 に 基 づ き ,影 響 の 程 度 ,可 能 性

等（重大性）,②影響の発現時期や適応の着手 ･重要な意思決定が必要な

時期（緊急性） ,③情報の確からしさ（確信度）の３つの観点から評価

が行われました。結果は表 27 に示すとおりです。  

 

 

図 40 気候変動適応に関する分野別施策（一例）  

 

鹿児島県では ,気候変動影響及び気候変動適応に関する情報の収集・

提供等を行う拠点として「鹿児島県気候変動適応センター」が設置され ,

各分野における影響と適応策が取りまとめられています。  

南九州市では ,鹿児島県の適応策を参考とし ,表 28～表 44 に示す適

応策を進めます。   
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表 27（１）  気候変動影響評価の結果一覧  
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表 27（２）  気候変動影響評価の結果一覧
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表 28（１）  農業分野における影響と適応策  
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表 29 森林・林業における影響と適応策  
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表 31 水環境における影響と適応策  
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表 32 水資源における影響と適応策  

表 33 陸域生態系における影響と適応策  



78 

表 34（１）  淡水生態系における影響と適応策  
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表 35 沿岸生態系における影響と適応策  



81 

表 36（２）  分布・個体群の変動における影響と適応策  
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表 37 水害における影響と適応策  



83 

表 38 高潮・高波等における影響と適応策  
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表 39 土砂災害における影響と適応策  

表 40 暑熱における影響と適応策  
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表 41 感染症における影響と適応策  

表 42 観光業における影響と適応策
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表 43 インフラ・ライフライン等における影響と適応策  

表 44 その他の影響と適応策  



87 

１０  計画の推進体制・進捗管理  

本計画の推進体制として ,表 45 に示す「（仮称）南九州市地球温暖化

対策委員会」を設立します。  

進捗管理を進めるにあたっては ,PDCA サイクルにより各施策の点検・

評 価 を 進 め ま す が ,近 年 の 地 球 温 暖 化 に 対 す る 取 り 組 み は ,技 術 ,制 度

等 に め ま ぐ る し く 発 展 し て お り ,本 計 画 を 取 り 巻 く 環 境 も 時 々 刻 々 と

変化していくことが想定されます。  

今後 PDCA サイクルによる進捗管理とともに ,その時々の社会情勢等

に応じ随時計画の見直しを図り ,2030 年の温室効果ガス排出量 46％削

減（ 2013 年度比） ,2050 年のゼロカーボンシティ達成に向けた 取り組

みを進めていきます。  

表 45 （仮称）南九州市地球温暖化対策委員会  

実行（Do） 
事業，施策，取り組みの実施  

計画（Plan） 
地球温暖化対策実行計画  

（区域施策編）  

見直し（Action） 
事業，施策，取り組みの改善  

計画の見直し  

点検・評価（Check） 
計画の進捗状況の把握  

点検・評価  
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１１  資料編  

(１) 算定根拠等  

 

表 46 中学校３校への太陽光発電導入算定に関する係数等  

注 １ ） 中 学 校 3 校 の 建 物 面 積 は G E O S P A C E に 示 さ れ る 建 物 の 範 囲 の う ち ,校 舎 や 体 育 館 等 主
要 な 建 物 を 対 象 に 算 出 し ま し た 。  
注 ２ )設 置 可 能 面 積 算 定 係 数 及 び 設 置 密 度 は 「 令 和 年 度  再 エ ネ 導 入 ポ テ ン シ ャ ル に 係 る
情 報 活 用 及 び 提 供 方 策 検 討 等 調 査 委 託 業 務 報 告 書 」（ 環 境 省 ,令 和 ４ 年 月 ）を 参 照 し ま し た 。 

 
表 47 未利用公共用地における太陽光発電導入に関する係数等  

注 １ ） 未 利 用 公 共 用 地 に お け る 太 陽 光 発 電 設 備 容 量 は ,現 在 想 定 さ れ る 設 備 容 量 を 設 定 し ま
し た 。  

 

表 48 住宅への太陽光発電導入に関する係数等  

 

表 49 市内立地事業所（一部）への太陽光発電導入に関する係数等  

注 １ ）市 内 立 地 企 業（ 一 部 ）に お け る 想 定 設 備 容 量 は , G E O S P A C E に 示 さ れ る 建 物 の 範 囲 を 基
に ,市 内 に 立 地 す る 一 部 の 事 業 所 を 対 象 に 算 出 し ま し た 。  
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表 50 REPOSにおける「工場・倉庫 ,その他建物」への  

太陽光発電導入に関する係数等  

注 １ ）

表 51 農業関連施設への太陽光発電導入に関する係数等

表 52 荒廃農地等を活用した太陽光発電導入に関する係数等

表 14

表 53 公用車の電気自動車への切り替えに関する係数等
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表 54 一般車両の電気自動車への切り替えに関する係数等

表 55 畜産糞尿の活用によるバイオマス発電に関する係数

表 56 CO 2フリープランに関する係数等

表 57 卒 FIT電源の活用に関する係数等

表 58 ZEH,ZEBの二酸化炭素削減量
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表 59 断熱改修による二酸化炭素削減量  

(２) 用語解説  

➢  温室効果ガス  

大 気 中 に拡 散 された 温 室 効果 を もたら す 物 質 の こ とを言 い ま す 。 と

りわけ産業革命以降 ,代表的な温室効果ガスである CO 2 や CH 4 のほか ,フ

ロン 類 等 は人 為的 な活 動に より 大気 中の 濃度 が増 加の 傾向 にあ りま す 。 

 

➢  活動量  

一 定 期 間 に お け る 生 産 量 ,使 用 量 ,焼 却 量 等 ,排 出 活 動 の 規 模 を 表 す

指標のことです。地球温暖化対策の推進に関する施行令（平成 11 年政

令第 143 号）第３ 条第１項に基づき ,活動量の指標が定められています。 

具体的には ,燃料の使用に伴う CO 2 の排出量を算定する場合 ,ガソリ

ン ,灯油 ,都市ガス等の燃料使用量 [L,m 3 等 ]が活動量になります。  

また ,一般廃棄物の焼却に伴う CO 2 の排出量を算定する場合は ,例え

ばプラスチックごみ焼却量 [t]が活動量になります。  

 

➢  吸収源  

森 林 等 の 土 地 利 用 に お い て ,人 為 的 な 管 理 活 動 ,施 業 活 動 等 に よ り ,

植物の成長や枯死・伐採による損失 ,土壌中の炭素量が変化し ,CO 2 の吸

収や排出が発生することを指します。  

 

➢  現状すう勢ケース（ BAU（ Business As Usual）ケース）  

今 後 追 加的 な 対策を 見 込 まな い まま推 移 し た場 合 の将来 の 温 室効 果

ガス排出量を指します。 BAU ケースの排出量を推計することで ,「将来

の見通しを踏まえた計画目標の設定」等を行うことができます。  

 

➢  カーボンニュートラル  

CO 2 をはじめとする温室効果ガス排出量を ,実質ゼロにすること を言

いま す 。 排出 削減 を進 める とと もに ,排 出量 から ,森 林 等に よる 吸収量

をオフセット (埋め合わせ )すること等により達成を目指します。  

 

➢  COOL CHOICE 

政 府 が 推 進 し て い る ,CO₂等 の 温 室 効 果 ガ ス の 排 出 量 削 減 の た め に ,

脱炭素社会づくりに貢献する「製品への買換え」,「サービスの利用」,

「ライフスタイルの選択」等 ,日々の生活の中で ,あらゆる「賢い選択」

をしていこうという取組のことです。  
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➢  クレジット  

ク レ ジ ッ ト と は ,再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー の 導 入 や エ ネ ル ギ ー 効 率 の 良

い 機 器の 導 入も しく は 植林 や 間伐 等の 森 林管 理 によ り実 現 でき た 温 室

効 果 ガ ス の 排 出 量 の 削 減 ・ 吸 収 量 を ,決 め ら れ た 方 法 に 従 っ て 定 量 化

（数値化）し ,取引可能な形態にしたもののことです。  

 

➢  再生可能エネルギー  

法律 1で「エネルギー源として永続的に利用することができると認め

られる もの 」と し て ,太 陽光 ,風 力 ,水力 ,地熱 ,太 陽熱 ,大気 中の 熱その

他の 自然 界に 存す る熱 ,バ イオ マス が規 定さ れて いま す。 これ らは ,資

源 を 枯 渇 さ せ ず に 繰 り 返 し 使 え ,発 電 時 や 熱 利 用 時 に 地 球 温 暖 化 の 原

因となる CO 2 をほとんど排出しない優れたエネルギーです。  

 

➢  再生可能エネルギーポテンシャル  

再 生 可 能エ ネ ルギー の 採 取・ 利 用に関 す る 種々 の 制約要 因 に よる 設

置 の 可 否 を 考 慮 し た 上 で 推 計 さ れ た ,再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 資 源 量 の こ

とです。  

 

➢  ゼロカーボンドライブ  

太 陽 光 や風 力 等の再 生 可 能エ ネ ルギー を 使 って 発 電した 電 力 （再 エ

ネ 電 力 ） と 電 気 自動 車 (EV),プ ラ グイ ン ハ イ ブ リ ッ ド車 (PHEV),燃 料 電

池自動車 (FCV)を活用した ,走行時の CO 2 排出量がゼ ロのドライブのこ

とです。  

 

➢  排出係数  

温 室 効 果ガ ス の排出 量 を 算定 す る際に 用 い られ る 係数の こ と です 。

温室 効果 ガス の排 出量 は ,直接 測定 する ので はな く ,請求 書や 事務 ・事

業に係る記録等で示されている「活動量」（例えば ,ガソリン ,電気 ,ガス

等の使用量）に ,「排出係数」を掛けて求めます。  

 

➢  パリ協定  

2015 年 12 月にフランス・パリで 開催された国連気候変動枠組条約第

21 回締約国会議（ COP21）で採択された新たな国際的枠組みです。主要

排 出 国を 含 む全 ての 国 が削 減 目標 を ５ 年 ごと に 提出 ・更 新 する こ と 等

が含まれています。  

 
1  エ ネ ル ギ ー 供 給 事 業 者 に よ る 非 化 石 エ ネ ル ギ ー 源 の 利 用 及 び 化 石 エ ネ ル ギ ー 原 料 の 有 効

な 利 用 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 2 1 年 法 律 第 7 2 号 ）  



 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

南九州市地球温暖化防止実行計画（区域施策編）  

令和６年４月策定  

 
南九州市  市民生活課  

〒897-0215 鹿児島県南九州市川辺町平山 3234 番地  

TEL：0993-56-1111 FAX：0993-56-1144 

 

※本計画は（一社 ）地域循環共生社会連携協会から交付された環境省  補助

事業である令和３年度 （補正予算 ）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（地域脱炭素実現に向けた再エネの最大限導入のための計画づくり支援事業 ）

により作成しました。  

 


